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5.アルコ…ル

目標項目15.1 多量に飲洒する人の議少 【多量に飲洒する人の割合](多量に飲洒する人=1日平均純アルコール約00`を超えて摂取する人)

日椰値
l■戴8年度健Eづくりに

“
f`L臓.ゎ 0威 10毎日腱理聖・壼書 n詢

H壼翼颯儘

“

1"1年国民饉凛・棠書ロカ

男性 32%以 下la

女1■ o2%以 下

コメント

∫盤1圏踊剛腱野じ瀬自発してどのよう憂雇7蛹:覇鰺驚扁令判

It『7#姜:[鳥:螢1野 1議請
手段、方
謬55畳♂″ざ緊卿 鐸畿丘

それぞれカロ鳳珈暉覆砺願面

『

さい。

13)その他データ分析に係るコメント

i徊 輪 調廣脅[駄1策ぞ講鸞
遼 覆黍露 護 番5す

ると、若年女性の飲酒者割合の伸びが大きく平成
"年
調査の

“

～Z歳では、女性が男

5,者
調査によれば、アルコール依存症の推計患者数は低下傾向にあるが、総患者数は上昇傾向にある(表 5-

25り
rコ

ール依存症の専Pi治療施設に対する調査では、女性患者および高齢患者の増加1頃向が認められる〈表5

参艦裁棉モ儡酬鶴電騒翻 :｀

務∬給専鷺壌雛鮮醐罫ほ給械捺F

(4)最織評価

』燎襄覇旧寵撮留lて 改ヽ薔
したか、層化し

υ男女とも変わらない。

.露紹出露驚雛犠薔等すべ書

2角帥 健7:fき
である。国則こよ啜 透しやすいよ引ミ烈えば鴫 行の1日締 0グラムを超え

○多量飲酒低減のための対策がさらに強化されるべきである。例えば、

.多曇餃選信機8た筋8暮量4金言蓋8貫及啓発。
0多量飲酒の定義および調査票の質問内容を再検討する必要力`ある。

5アルコール

目根項目:52未 威年■の飲層をなくす [飲洒している人の日合]

日●饉

… 岬
`出

1鋼

“

中間評価
(中 び 底遣裏債壼

(平成22年度屋笙労饉‖学研究 大丼日詢

,2a男 性 (中学3年 )0% 260χ

,2b男 性 (高校 3年 ) 210%

'2c女
性 (中学3年 )0%

,2d女性 (高 校 3年 ) 185%

コメント

∫翌翌撃]h出よ哭世事窮勇鷹鳥」ビLしてどのよう

○男性 (中 学3年
0男性 (高校3年
O女性 (中学3年
O女性 (高校3年

では有意に減少した
では有意に減少した
では有意に減少した
では有意に減少した

片側P値 <0001
片側P値 <0001
片側P値 <0001
片側P値 く0001

FI蒲轟講懸雛手段、カ

(3)その他データ分析に係るコメント i言]][l:[i3古」肯31革:
D男女ともに、学年が上がるにしたがって飲酒率は高くなつている。

(4)最終評価

融 :て
、改善したか、薔化し

ピ属[鰤 轟 よ滉 [幅
校3年 X tFL(中 学3年 X女憮 高樋 年厖L

艤電編諭ご後蜜肥
・改善椰す～

0日裸に同けて改善しているが、目標値と直近値とのFF13itは大きな乖離がある。今後も引き続き改善努力が必要
である。
Oモニタリング等による実態把握の継続や効果的な取組の検証等の検討が必要。



アルコール

目相項目:53「節度のある週凛な飲洒」の知識の普及 [知つている人の割合](節魔ある遍魔な飲洒:1日平均純アルコールで約2oB租度の飲燿)

日●饉
薇定時のベースライン●
(平咸11ヤロ腱彙

=口
D

中円椰田
(平成13年国民健童 .棠贅口D

菫近実績饉
(平威20年ロニ●晨・棠姜口奎)

3a男性 100% 50301 486% 547%

,3b女 性 100% 473% 497%

コメント

1響島蹟諸開副翼ほ:兵葬お嘉書g詳してどのよt
摯勁きになつているか分析。

D男性では有意に増加した(片倶IP値 く0001)。
Э女性では有意な変化はみられなかつた(片側P値 =015)

(2)データ等分析上の謀■

蟹参著鋪犀置げ渭吾静「Fl議請
手段、方

(3)その他データ分析に係るコメント

○直近実績値は男女とも目標値と大きくかけ離れており、知識の普及Iよ 4ヽ十分である。

留翻 翫l莉けて、改善したか、馴ヒし
しか等を簡潔に日載.

Э男性は日標に向けて改善したが、日標値には達していない。女性は変わ
らない。

壇部椰鮨躍覇躍覺鷲現照群F装書等すべき
ポイントを簡潔に認載。

82箭奎顧遷ξttr浣≧臓 竜協 督 警t讀 るのが聯 である。よリコンパクトで親しみのよい名称罐 更す

8高鶴
"グ
ラム程度の飲油 は、この程度飲酒することを推奨しているよ引こみえる。日日平均20グラム以下

8警薔覇 、観 、高齢者に れより少な0となつているが、飲酒量を明示すべきである。
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6歯の健康

目欄項目:6.1う書のない幼児の増加 [う●のない幼児の割合(3歳 )]

目相ぼ
(平成1湿聞護覇も洵露覇強繊響L鮎墨) |(平成15年度3鵬 鹿治書館昼) E近臭錮E

(平成21年度3慮児歯科健康鰺壺結果)

,la全 国平均 80%以 上

コメント

∫盤轟誦牌麟捕島してどのよう
な勲きになっているか分析。

DE近実績値とベースライン値とを比較すると、176ボイント高い

』   露手段、方
13,その他データ分析に係るコメント

0都退肘県早位のテータが利用できるため、1日標達成者「遭府県数(%)」として評価する方法が考えられる。なお、
平成21年度母子保健法・健康診査(3歳、歯科)に係る実施状況調べでは、47都道府県のうち、6都県(愛知県、岐
阜県、東京都、静岡県、神奈川県、兵庫県)が目標値〈80%以上)を達成してしヽる(図 6-1)。

(4)最慎評価

嵩蜘 :て
、改善したか、思化し

」日程 に同 けて改 吾 したが 、日標 値 に運 していない 。

B

(5)今後の環□及び対策の抽出
.最終絆価を瞳まえ、今後強イヒ・改善等すべき
ポイン畦 簡

=に
配餞.

8:書毅お機3[圏暑銘 は 、

~人平均のう歯数抄 なに とから、う歯のない幼児の増加によリー人平

○地域による格差が見られることから、地域の特性に応じた対策を推進する必要がある。

霧型諮ユニ罹ぢ講暑鐵為踵1額責ξ里:認識規Tが844嵯にして
2つポインい。b鮪

5■の健康

目楓項目162フ ッ化物歯面菫布を受けたことのある幼児の増加 [受けたことのある幼児の割合(3歳 )]

目欄億 〈轟撃8織議鶴 )|(平 由6年ご鼎 業姜口勘 E近奥輌ロ
(平成21年目民色農・彙曇田壷)

,2a全 国平均 50%以 上 396%                1                378% 646%

コメント

(1)E近実崚4Eに係るデータ分析
・直近奥編値力くベースライン値に対してどのよう
な動きになつているか分析.

Э有意に増加したく片側 P値 く0001)。
Эベースライン値から中間評価にかけては有意な変化がみられなかったが、その後は有意に増加した (片偵IP値 <
)001)。

∫留纂t絹薦F「Fゴリ雰鳳.(.査手段、方
法、分析材料等)がある場合、記載 .

0東冗時のベースライン値は全国的な調査で、調査項目が同じであるため、直近実績値と比較することは可能であ
る。

(3)その他データ分析に係るコメント

Э歯科疾患実態調査では、フッ化物画面塗布の調査が昭和44年から行われ、全体的にみると一貫して増加傾向に
らる。
Э平成17年の歯科疾患実態調査の結果では、15歳未満で592%(3歳の時点では489%)であった。

瑠 翻 どLに向けて、改善したか、E4Lし
たか等を簡潔に掟戯。

υ日程値に達した。

A

(5)今後の暉題及び対策の抽出
・最終諄価を踏まえ、今後強化。改●●すべき
ポイントを簡潔に紀載。

0フッ化物画面塗布は最4二限、半年に一度の間隔で受けないと効果があがらないとされているので、今後は、たと

[求:躊珈鑽聯縦鰐』切鱚鋼鍼

珈趙 × 鼈 礫 誦 蘊亀[票彙舅 [糧焉 Υ
瞑経蹴 留解離鑑出躍留〕透澤雰弊3奸警難皐亀瑾ち鼎望着壺霜碧割撃野警県鎌絆
る。



5歯の健康

目様項目:63聞食として甘味食品,飲料を颯回飲食する習慣のある幼児の議少 [習慣のある幼児の割合(1菫 6ヶ月児)](類回飲食:間食として1日 3日以上の飲食)

目相仁 温麟 冨繋lZL)|(平由0年躙 ・榮姜日〕 巨近冥薇置
(平成21年国民健康 ,栄姜口査 )

3a全 国平均 15%以下 299%(参考1直)     1        226%

コメント

(1)直近典薇強に係るデータ分析
・菫近奥輌値がベースライン値に対してどのよう
な働きになつているか分析。

Эベースライン値は地域が限定されているので、全国平均である直近実績僕 比較することは困難である。
Э中間評価と直近実績値の間には、有意な変化はみられなかつた(片側Pイ直=016)。

(2)データ等分析上の屎■
・調査・分析をする上での諫■ (目査手段、方
法、分析材料等)がある場合、口載。

Э国全体を対象とした調査がなされていなかつたため、当初ベースラインltLを参考値として示し、中間評価の際に
コ民健康,栄養調査結果を踏まえ、日標値 (中間実績値の約2/3の数値である150%)を 設定した。

(3)その他データ分析に係るコメント

(4)最終評価
・最贅値が目欄に向けて、改善したか、鷹化し
たか諄を簡潔に記載 .

DE遊異績iEは甲間計1山と上じべて変わらなし

C

(5)今後の課題及び対策の抽出
・最終評価を麟まえ、今後強化,改善等すべ書
ポイントを目潔に記載.

01蔵 6ヶ 月・3蔵児 慢 康 診 査 は全 国各 地 で行 われ てい るため 、それらの 店 用寺 を模 訂丁 る必要 か めると思 わ れ
る。また、食生活の貧困きが間食回数を高めている可能性があること(平成19年度厚生労働科学研究、花田らによ
る調査 )から、本指標は単にう蝕リスクをみる指標だけでなく、適切な食生活 (栄養摂取)が営まれているか否かを
みるネ甫助的な指標として活用できる可能性がある。
O間食として甘味食品・飲料を頻回飲食する習慣のある幼児の減少を図ることにより、他の施策とあいまつてう歯の
減少を図ることも期待できる。

,日の健康

目標項目:64-人平均う●数の減少 [1人平均う●数(12臓 )](一人平均う●敷:一人あたり平均の未油虫のう●、う鎮により失つた●、治壼済のう由の合計(OMF菫数))

目格IE (平釜罵蜘 )   |  (平成10年二製度属離計口書)
E近興■菫

(平成22年学校倶趣籠計口査 )

4a全 国平均 1歯 以下 29歯 19歯 13歯

コメント

∫建    島してどのよう
な勁きになつているか分析。

Эベースライン値29歯に対し、直近実績値では16歯減つている。

(2)データ等分析上の課題
・目査・分析をする上での課題 (日査手段、方
法、分析材料等)がある場合、日載.

(3)その他データ分析に係るコメント

D平成22年度学校保健統計調査における12歳児の一人平均う歯数についての都道府県別比較では、最4E値が
)8歯、最高値は26歯 (差 18、 比325)である。

(4)最襲諄饉
・最終籠が目椰に向けて,改善したか、悪化し
たか等を簡属に配載 .

Э目標に向け改善したが、目標イ直には達していない

B

∫醜 驚翻路
"す
べき

ポイントを簡潔に配● .

○小児の永久歯う蝕の予防には、フッ化物洗口、シーラント等の実施が有効であるので、地域の実情に応じて推進
していくことが必要である。
O地域格差がみられることから(図 6-2)、 地域の特性に応じた対策を推進する必要がある。
○各都道府県において市町村単位でのデータの収集・評価を促すことで、地域における取組を適切に推進すること
も可能と考える。



6歯 の健康

目欄II目 :65準備期におけるフッ化柚配合●
"割
の使用の増加 [使用している人の割合]

目颯値
J調野調製隔i高菖贅獣」墓)|(平由0年目贈闘魏臣ユニ題 (平成2綸晶発轟翻鰤L彗IEキヽ

,5a全国平均 90%以 上 456%(参 考値)     1        565%

コメント

望    まししてどは 8饒聘 ∫当陽鏑ff豪響Ъ顧冒誓1量ξtt」要編 臨 負
こどま困難で厩~

It:7]姜 :11111野 1議請
手段、方
罰5認鼎3,陽罵鰭2鋭留1%凛把F出碁2予轄当認ξぞまな言暑見な肴師 椰ヽ鋪磨

(3)その他データ分析に係るコメント 備      予碑饉ン1
(4)最 終評価

嵐出 :て
、改●したか、悪化し

り日程に同けて改吾したが、目標値には達していなしヽ

B

瀾熾羅孵3堪犠薔等すべき

6Jの 健康

目標颯 a6満
鵠唇響酬牌螺酔鵠 」里企鍛 脇 棚 場躊潔 駐 拍D
目欄値 〈翠鴨信撃農a縦 )~ | (平由0年占辮・栄二話 (平成2品 魯IE姜 )

6a全 国平均 30%以 上 128%(参 考値)     1        165% 200%

コメント

,直       島してどのよう8暑憂奨鵬 占禦品[琵毅撃:L有意に増加した(片側帥=Q“め

FI麟11撃I麟1嘗】l「搬手段.方
る
「

足時のベースラ
fン
値は全国的な調査で、調査項目が同じであるため、直近実績イ直と比較することは可能であ

(3)その他データ分析に係るコメント
薯ぷζ曾言騎モl「よ

動向調査での間には、明 別的な歯口捐爾

(4)最償評価

勘瑠躙調!て 改ヽ善
した力、悪化し

υ日保に同けて改善したが、日裸値には達していない

B

脚輻 宝観‰薔等すべき;



'口
の健康

日欄項目:67遺 行した●周員の減少 [有する人の割合](遺行した歯周炎:口周疾患の検壺であるCPI検壷で4mm以上の深い●周ポケットのあるもの)

目椰値
原足時のベースラインlE

(平成0～ 10年
=士
宮市モデル事業報告 )

甲間評価
(平成10年 目民健慶・栄姜口査 )

IE近実績値
(平成21年目農僅壼 ,栄姜IE査 )

,7a40歳 22%以 下 320%(参考値 ) 238% 183%

フb50歳 30%以下 469%(参考1直 ) 368% 276%

(1)IE近 実籠伯に係るデータ分析
・亡近奥籟檀がペースライン値に対してどのよう
な勁きになつているか分析。

υベースラインlEは地域が限足されているので、全国平均である直近実績値と比較することは困難である。
Э40歳の直近実績値は中間評価と比較すると有意に減少した (片倶lP値 =0001)。
Э50歳 の直近実績値は中間評価と比較すると有意に減少した (片根IP値 <0001)。

(2)データ等分析上の課■

夏雰哺解諄島1謡躍響鷹手段、方

O中間評1面および直近異績値における…進行した歯周炎
″
を有する人は、質問紙(国民健康・栄委調査の生活習慣

調査票)による自己評価ltLで、「歯ぐきが下がつて歯の根が出ている」「歯ぐきを押すと膿が出る」「歯がぐらぐらす
る」「過去に歯科医師に歯周病 (歯槽膿漏)と言われ治療している」のいずれか1つ以上に該当する人である。

(3)モの他データ分析に係るコメント

0半灰‖年の日科撲思異態訓全の績呆によれは、35～ 39歳で264%、 40～ 44蔵で365%、 45～ 49歳で410%、 50～
54歳で457%、 平成17年の歯科疾患実態調査の結果によれば、35～ 39歳 で237%、 40～ 44歳で289%、 45～ 49歳で
428%、 50～ 54歳で418%と なっており、45～ 49歳 を除き、いずれの年齢階級においても減少傾向が見られる。

(4)最 終諄個
・最終値が目標に向けて、改善したか、轟化し
たか等摘 潔に記載.

D40歳 、50歳 とも日標lELに運した。

A

(5)今後の環田及び対策の抽出
,最餞諄価を踏まえ、今後強化・改薔縛すべき
ポイントを簡凛に配載.

DiF年 、歯の保有状況が高まつてきている(参照 :目標項目611)ことを踏まえ、60歳、70歳 といつた高い年齢も評価
年齢に加えるのが現実的である。なお、平成17年歯科疾患実態調査では、進行した歯周疾患の有病率が最も高い
竿齢層は60歳代である。
Э若年者から壮年者における歯肉炎等軽度の歯周疾患の症状がある者の害1合は大きく変化していないことから、
音年者への新たな対応と壮年者への対応の充実が必要である。

,●の健康

目4r項 目:68歯 聞部清掃用器具の使用の増加 【使用する人の日合](歯間部清掃用器具:'と歯の間を清掃するための専用器具(デンタルフロス、饉間ブラシ等))

目標値
策定「0のベースライン饉
(平成5年保饉福祉働向口査 )

中間評価
(平成16年口民儘農・栄姜口査)

IE近実籟ロ
(平成21年目民儘慶・栄養田査 )

8a40歳 (35～ 44歳 )50%以 上 193% 300% 446%

8b50歳 (45～ 54歳 )50%以上 178% 408% 457%

コメント

(1)直近実績値に係るデータ分析
・菫近実績値がベースライン値に対してどのよう
な動きになっているか分析.

040歳 (35～ 44歳 )は有意に増加した(片側P値く0001)
050歳 (45～ 54歳 )は有意に増加した(片側P値く0001)

(2)データ等分析上の瞬用
'調査・分析をする上での暉■ (■査手段、方
法.分析材料等)がある場合、日載.

Э策定時のベースライン値は全国的な調査で、調査項目が同じであるため、直近実績ltLと比較することは可能であ
る。

3)その他データ分析に係るコメント

O平成11年の保健福祉動向調査の結果では、
増加が著しい。

～44歳で326%、 45～ 54歳で293%であり、直近実績値からすると

(4)最

"評
価

・最終値が目標に向けて、改善したか。薔化し
たか等を簡潔に記載 .

040歳 (35～ 44歳 )、 50歳 (45～ 54歳 )とも目標に向けて改善したが、目標値
には達していない。

B

15)今後の課題及び対策の拍出
1最餞諄価を踏まえ、今後強化・改●●すべき
ドイントを簡漂に記載

`

0今後の歯周疾患の増加を考慮して、歯間部清掃用器具を使用する人の害1合を高める必要がある。



3.出の健康

(再掲)日欄項目:60嗅燿力ぐ及ぼす健康影響についての十分な知諄の普及 【知つている人の割合]く閲遭する目標位のみ配述>

目欄IL G由 噂 魔喫燿凛 蝸 Ш 頭 嗜 奥饉■ |(平 由 5年機 霜ヽ 口D
直近嗅績値

(平成2o年国民健慮 栄ヽ姜調査)

lh歯周病 273%       1       359% 404%

コメント

・直       島してどのよう
υ 日周 柄 |よ有恵 に増 加 した (片側 P値 <0001)

FI綸 露手段、方
:「
足時のベースライン値は全国的な調査で、調査項目が同じであるため、直近実績値と比較することは可能であ

9督贋繋潔記具露獣賢うぐ野望麗電鯖 するか、勤囃に
ついてどう扱うのが適当林討がほ。どこまで

(3)その他データ分析に係るコメント

J幽 周 柄 の 言J営ほ 手 鍬 に満 たな いが 、増刀日割 合 が大 きい。
Э喫煙と歯周病の進行および現在歯数には、関連が大きく、国民健康・栄養調査の結果などからも明らかにされて
′ヽる。

(4)最機椰価

島璃辮諷:て 改ヽ善
したか、層化し (B)

(5)今後の凛題及び対策の抽出

議辮嵩ョ認後強化
・改善●す～
念製殿
繋鶴囃留♂羅亀霊?誅毅馨筑離踏鼎認F?奮籍薇 護|:募:藤孫

由の健康

(再編)目相項目1610鶴燿支援プログラムの普及 〔鶴燿支援プログラムが提供されている市町村の割合](鶴燿支援プログラム:個人の熱燿を支援するための個別保僣指導等)

目機籠
報卸 |(7nl眸 躙

―
x保●事鯛 齢 0弱睦o年度翻 麟轟富菫

“

姜)

4a全 国 100% 278b傑麟 導が考零れた市町村の割a)1022K禁 煙指導ぶ褥Ъれた.nT村の割 389%(禁 煙指導が行われた市町村の割合))

,直     襲してどのよ:
Dベースライン1直と直近実績値では、市町村合併の彫瑠雁顧丁正爾扇雇瓦覇〒落百コ面罫師τ5=「

~~~~
Э禁煙指導が行われた市町村の割合は増加1頃向にある。

罰細 需手段、方
υ雨町付か実施した禁煙指導実績に基づき、全体の害1合を出している。

(3)その他データ分析に係るコメント

0成人の喫煙調査(モニタリング調査)を継続実施し、禁煙行動、禁煙方法などを調べることが重要。禁煙治療を ~
行つている医療機関の数の推移、ニコチン依存症の治療完了数の実績、OTCに よリニコチン置換療法剤の売り上
げ量等などは、補足的なデータとなる。

(4)最 終評価

脚 ri改
善したか、E4Lし (B)

(5)今 後の暉□及び対策の抽出

艤鵬 発f後強化・崎りす
べき

OT町付合併を考慮した分析が難しいので、国民から見て、
スできたかなどの指標が必要。
O喫煙は歯周病、歯の喪失の危険因子であることから、「歯の健康」の立場からも禁煙支援プログラムの普及が期
待される。



6日の健康

目欄項目:61180●で20歯以上、30燿で24●以上の自分の●を有する人の増加 [自分の自を有する人の割合]

目裸 1■
策定時のベースライン饉
(平成5年歯科疾鳳真饉口査 )

中間評価
(平成10年目民健康・栄姜口査)

鳳近興薇lE
(平成 21年目晨健自・栄養口査 )

611880歳 (75～ 84歳 )で 20歯以上 20%以
上

115t・ 230% 2681・

,1lb 60歳 (55～ 64歳 )で 24歯以上 50%以
上 543% 662%

コメント

∫絆踊 隷湾紹彬耕島してどのよう
Э80歳 (75～ 34歳 )で 20歯以上有する人の害1合は、
Э60歳 (55～ 64歳 )で 24歯以上有する人の割合は、

有意に増加した(片側P値 く0001)
有意に増加した(片側P値 <0001)

FIi』ittI跡1嘗1亀腎籠子戦、方
DベースラインlTLは 口腔診査によるもの、中間評4面および直近実績値は自己申告によるものであり、調査方法は
異なる。しかし、この2つの方法は、集団における歯の保有状況を評価する方法として一致度が高いとされているこ
ヒから、ベースライン値と直近実績値を比較することは可能である。

(3)そのt7~~夕分析に係るコメント

0+成 11年と半成 17年 の画科疾愚実態調査を比較すると、180歳 (75～ 84歳 )で 20歯以上」は173→ 250%、「60歳
(55～ 64歳 )で 24歯以上」では、531→ 602%と 、ともに増加傾向が明瞭である。

(4)最僣評価
・最終慎が目様に向lサて、改0したか、幕化し
たか等を簡編にE載。

υ80蔵 (75～ 84歳 )、 60歳 (55～ 64歳 )とも目標値に達した。

A

(6)今機の環躍及び対策の抽出
'最終評価を晴まえ、今後強化・改善等すべき
ポイントを簡潔に配載.

0歯の喪失が進むと、咀鳴機能の低下という機能低下に直結するため、今後は咀「FTという機能面での評価も必要
と思われる。また歯の喪失は、長期間で生じる変化であり、歯の喪失自体が他の歯の喪失リスクとなる特質を踏ま
えると、若い世代にも目標値を設けることも必要と思われる。

6鶴の健康

ヨ相項目:612定期的な宙石除去や
"口

清掃を受ける人の増加 [過去1年間に受けた人の誦合]

目櫂IE 酒踊豚撃Q棚     |  (平成10年置出思二栄姜田査) II近異,
(平成21年目民健 |

ロ
・栄養田賽)

12a60歳 (55～ 64歳)30%以 上 159%(参 考値 )     1        432% 430%

コメント

躍盤議課甲嘉碗総纂資どのよう
Эベースライン値は地域が限定されているので、全国平均である直近実績値と比較することは困難である。
Э中間評価と直近実績値の間に有意な変化はみられなかった(片側P値 =046)。

1留

三
=轟

議劣毛起響雰鳳鳳(■童手段.方
去.分析材料等)がある場合、日戯 .

(3)その他データ分析に係るコメント

Э愚看調査で歯科診療所を調べたデータ(歯科診療所票)の傷病別にみた推計患者数の推移をみると、歯周疾患
の害1合は大きく増加しており、歯科医院で歯石除去や歯面清掃を受けている患者数が大きく増加してきたことがう
か力《える。

(4)最姜諄価
・最終檀が目相に向けて、改●したか、悪化し
たか等を簡潔に颯載。

D日 標値に運した。

A

(5)今後のコ■及び対策の抽出

語繋男電璃需寵早九ご繊強
化・改●●すべき

D本 目裸値と個別的な歯口清掃指導 (目標項目66)、 定期的な歯科検診(目標項目613)は、互いに重なる部分が
らる。これらに共通するものは、専門家によるプロフェッショナルケアを高めることであるので、評価しやすい目標値
〔切り替えるなど、日標値の再整理を検討する必要がある。
D目 標値を至1達しているが、今後の高齢化と歯周疾患の増加を考慮して、中高年期の方々に加え、若い世代から
つ自己管理及び定期的な専門家による支援により習慣づけることが必要である。



歯の健康

目標項目:613定期的な書科検惨の受じ者の増加 [過去1年間に受けた人の書合]

目椰償 。編層葦aa覆籠L冑綱L)  | (1蘭 0年占圏 '栄姜口詢
IEユ栞顧ロ

(平成21年国民健康・業姜調査 )

13a60議 (55～ 64歳 )30%以上 164% 357%

コメント

∫召
=当

議巳認早琴響レ嘉盆二fしてどのよう
0有意に増カロした(片allP値 <o ool)

FI綸 籠手段、方
塁澪月鯖準璧承電ξ彗認:厳

で設籍雪亀確免が簡:晩襲譲唱:諄鵬耐

『

輛膏

覇ξ蠍 軍鷲綬承選:紺鰺 糞彙F楊呈瞥島 製電雰L欝鵡 錮 盤

(3)その他データ分析に係るコメント

(4)最腱評価

』脳唱昴品経日留:て 改ヽ善した
か。膠化し

ひ 日標 個 に達 した 。

A

躙
雹雛曽装・ 等す
べき
]
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籍尿病

嘘 4¨ 師
… …

任 mmttMltt23u卸 仏 社 BMlttle¨仏

日椰饉 認 総EA剤 中間諄籠
(平成lo年国民●康・彙■■■l

直通案織饉
(平J蹴 澤口撻健康・彙姜口童)

1 la児童・生徒の肥満児 7%以 下 107%

lb 20歳 代女性のやせの者 15%以 下 230% 21 4% 223%

1lc 20～ 60歳代男性の肥満 者 15%以 下 290%

1ld 40～ 60蔵 代女性の肥満者 2銘以下 252% 246% 21 8%

::書J:IJII::]二1貧
彗諄してどのよ
:i言明

II:711llj{{】 [認紺手段.方
(3)そ の他データ分析に係るコメント X,箭器3署昴塁鱚 酬 QF目

棚 こ対して翻 し たバ 平蘭 2年以降釧 E満者の割合の増加傾能 、そ

(4)最終評価

』群璃路綱辮野塁Iて 改ヽ薔したか、層化し (C)

,最gill籠晏曇Itta籠も書専すべき:                                   [[][]][1][]霧
需「

鉛 蠍 織 i董曇得器
であ乙

7薔尿摘

22a男 性 9200歩以上

22b女性 8,300歩 以上

凛の増加 [日 常生活における歩側

6446歩 6431歩
7282歩

コメント

翼書脚 当しぜ叫8晏糧霧憲暑暑に優蓼ヒ螢偉測:橿妥:器 }

訴黒i僣l1111,格腎糠手段.方 ¥鞘獅繕鰈澤俯
(3)そ の他データ分析に係るコメント ピ雌渕 鯖幌瀧与f器写£象ni臨臨瓢誦霜輛駆府雇雨

(4)最終諄価

嵩拙辮調:て 改ヽ善
したか、懸化し

(D)

I摯3i』:‖言活1)寝
雷謝野楓書奪すべき

:[liS'3ii[li]]傷常;増』:[i][:『
『
1:][野5]]]7「 [辱[『貫『]:『

楊 陶 蝙 萱魃 ポ糞綸



籍尿摘

醐 霞 皐騨 彙ツギ型態Lttf『客1葉漏
れ た食事な 家族等臥 以上で楽K"吟 以上川

“

人の

“

創
慶について一定条件をみたす食事 )

日櫃饉 朧 準aI酬    | (平 自1年搬 ・棠■■コ 壼還襄ほ饉
(平成21年●民健康・棠■■壼)

成人 70%以上 563%(参 考値)      1        610% 65フ %

コメント

(1)亡近典颯はに係るデータ分析
'直近真薇値がベースライン値に対してどのよ
うな鶴きになつているか分析。

υ肩恵 に唱刀日した (片側 PIEく 0001

12)データ等分析上の際題
口童・分析をする上での口■ (■査手段.方
去、分析材料警)がある場合、記載.

(3)その他データ分析に係るコメント

(4)最 終評価
・最織値が日経に向けて、改善したか、患化し
たか等七日潔に記戯.

(B)

(5)今後の課題及び対策の抽出
・最姜膊価を賄まえ、今後強化・改薔等すべき
ポイントを目潔に配

"。

7腱尿摘

目欄項目:74綺尿輌検0の受
"の

促遺 [受 lサている人の数]

目相値
(平成 9年麟 111出 要奥饉■ |  (平 成lo年 :里里鯉薔..書 〕

直近輿餞値
(平成19年目民生活二礎■査 )

74a定 期健康診断等糖尿病に関する健康
診断受診者 6860万人以上

4.573万人 (参考 1■)     1       5850万 人 6013万 人

コメント

11)亡近実績値に係るデータ分析
直近実績値がベースライン値に対してどのよ
,な■きになつているか分析.

Эベースライン値と直近実績値では、調査票の質問内容が異なるため、これらを比較することは困難である。
Э中間評価から直近実績値にかけては増加傾向にある。

12)データ等分析上の諫題
口童・分析をする上での環■ (口童手段、カ
吉、分析材料■)がある場合、記麟。

Э健診受診者数で評1面するよりも、健診受診平(性別 年ヽ齢階級別)での評価が望ましい。

(3)その他データ分析に係るコメント

υ日返の賞形半で分うと、旺別でほ男旺刀ま 旺より昌く、男嘔では40蔵代及ひ50蔵 itで70%を超ぇ、女`Eでは40～
60歳代で60%前後であり、他の年齢階級に比べその書1合が高い(図 7-1)。
O平成21年度特定健康診査実施率は、対象者数は約5,221万 人、受診者数は約2,115万人であり、405%であつた
(速報値)。 平成20年度の受診率(389%)より高くなっている。

(4)量 僣諄薔
・最終●が目欄に向けて.改薔したか、憑化し
たか■を出課に配載.

D日標 i直に達していないが 改吾傾 向にある。

B

(5)今後の■■及び対策の抽出
・最織諄領を

"ま

え、今後強化'改●等すべ書
ポイントを目潔に記載。

Dtt rLで は20歳代、女性では20～ 30歳代で40%台と低い。女性ではやせ、男性では肥満が問題となる世代であり、
その指導・改善のために受診率の向上を図る必要がある。



'籍
尿摘

ヨ颯項目:フ 6薔屎膚検鰺受 お後の事後指導の機遭 [受けている人の瑯含]

目標値
薫麗晴のベースライン
(平成o年‖尿鋼菫饉IE

中間r価
(平成14年 贈尿鋼奥饉■姜 )

E返興H饉

`平

虚 1●生ロユ僣書・饉彗腱書ヽ

75a糖 尿病検診における異常 所見者の事
後指導受診率
(男性)100%

667% 742% 800%

75b糖尿病検診における異常所見者の事
晨指導受診率
(女性)100%

フ50%

コメント

(1)直近奥組位に係るデータ分析
・E近実績値がベースラインIEに対してどのよ
うな口きになつているか分析.

D男性では有意に増加した(片側P値 <0001)。  ~~~~~
Э女性では有意な変化はみられなかつた(片側P値 =0095)。

覇翻 瓶手段、方

(S)そ の他データ分析に保るコメント

(4)最薇椰領

だ留ヽ出酬露‖卍星鴨ごてヽ赫したかヽBfLし
彗層緊 泥肱

向けて改善してお吹 軸 ま変わらないが、兵正面酢轟質の

B

・最終
1』:‖言]11郎

島籠も 薔等すべき

υ畢後信導の囚谷|まいずれもハードルが高いものではなく、異常所見者の事後指導1∞%は必須である。 ~~~
3曇輩型哲纂騨麓裟製就聾電戦5製払郷奮♂駅顎競偶訓電2爵1:M要。

'聴
屎綱

目機項目:76静 尿病有痢者の減少 (担計)

目相位
策
=時
のベースライン饉

(平成0年薔尿凛菫饉■査)
中間解個

(平成14年糖尿

"奥
鶴口賽)

EI近奏崚使
(平成10年目民儘康・彙曇口査)

6a糖尿病有病者数 1000万 人 690万人

740万 人
(650万 人 )

800万人
(740万 人)

括弧内の数値は策定時の性・年齢構成で調整した値

コメント

11)直近奥組値に係るデータ分析
直近実績値がベースライン億に対してどのよ
)な鵬きになっているか分析.

Э有意に増加したが(片側Pイ直く0001)、 日標値を有意に下回つた。

2)データ等分析上の鳳■

遷詠子響臓名あ腎晟驚留躍認圧
手段、方
Э策定時のベースライン値は全国的な調査で、調査項目が同じであるため、直近実績値と比較することは可能であ
る。

(3)そ の他データ分析に係るコメント

&鷲渕罵掘9蘇纂ジふこヽ業贈 腫寡製弼編諸満舞羅警薦筋漬亀

(4)最織諄価

』翼調昭掲経婦留:て。改薔した
か、雇化し

ど馴 財

=た

たし` このЮ年間に輸 調整有病旱霧絆効 率が轄

A

(3)今後の課題及び対策の抽出

馳質鵬 緊f後強化
・改●等すべき

冦曇野
における精尿病有病者数・有病率の増加下懸念き石正雨藁雨雨画覇藁爾覇薪寿砺研茉西石蘭西頭

9荘隻理製弓晃段♂』醤h養当漂稔:rト
ロール率の改善をロキ旨したハイリスク対策を強化し、透析・失明などの合

9鷹モ診[葬墓薔[渕 催観Σ乳誰翼:脳窯乱彎禁l猥嬰震[露すにす



ア職尿膚

目欄項目:77薔 尿瘤市痢者の治豪の組続 [治礫颯餞している人の割合]

目欄は 椰威凛冒じ尿嘉

“

程) | (平 由4』轟蠅響L饉口0 EIL秦薇饉

7a糖尿病有病者の治僚の継統率 100% 450% 506%

11)亡近典饉位に係るデータ分析
直近実績饉がベースライン値に対してどのよ
うな麟きになつているか分析。

υ行恵に唱朋した (片側PlE=0001リ

2)データ等分析上の課題
■壼・分析をする上での課■ (口童手段、方
を、分析材料■)がある場合、記載。

0束疋時のベースラインlEIよ宝国円な訓奎で、調査項日が同じであるため、頂近異績1置と比較することは可能であ
る。

3)そのtT~― 夕分析に係る●メント

0健 診テータでHbAlc>65%なのに受診 していない人の冨1合 、人数を輛 足的 に確認するとよい

(4)最終評価
・最善値が目欄に向けて、改善したか、層化し
たか停を簡潔に記載.

υ日程 値に同か つて改書 した。

B

(5)今後の口題及び対策の抽出
'最僣評価を臓まえ、今後強化・改善等すべき
ポイントを目潔に記戯。

0漕摂甲断者の内容を、年肺、rIE、 血糧コントロール不艮看別に見ることが必要である(糧尿病合併症阻上のため
の血糖コントロールの到達目標はHbAlo<65%、 治療上、何らかのアクションをおこすべき値はHbAl● >8%であ
る)。
OHbAlo別 の治療継続率を検討することは、糖尿病合併症の阻止につながる。

ア職屎膚

日標項目:70糠 尿瘤合併建の減少

目欅饉 策定時のベースライン値 中間評価 直近実績値

[含絆走を発れ た人の側
(1003年 raポロ0慢性遭新燎法の■島

(日本通析E学会))
(2004年 raが日の慢性

=析
歯法の■■

(日本遺析Ettω )
Q∞ 0年「
1督栗脚

法の■■

78a糖 尿病性腎症 11700人 10,729人 13,920ン｀ 16414人

[合併IEを有する人の劇 (1988年曜 覚障害の攘■■壺研珀 ) (平鹿 0年度社会IE祉行政拿静籠書)

78b失明 ― 約3000人

(1)■近実績値に係るデータ分析
・亡近棄餞値がペースライン値に対してどのよ
うな麟きになつているか分析.

O糖尿病性腎FIにより新規に透析が導入された人の数は、ベースライン値 10,729人に対し、直近実績値では5,685
人増加している。
○失明者の数については、ベースライン値と直近実績値で調査が異なるため、これらを比較することは困難であ
る。

(2)データ等分析上の鳳田
・調査・分析をする上での課■ (日査手段.方
法、分析材料準)がある場合、記載.

υ透研導人時の思首取に影響丁0口J罷牲かめる状況(より駐猛での導入、呂齢看への導人など)の検討が必要で
らる。

(3)そ の他データ分析に係るコメント

0相 尿柄によ児 称 の導入 となつた有 の数 は 、1997年 か ら2007年にか けて増 刀口傾 同を示 した。
O全透祈導入患者数のうち糖尿病患者が占める割合は長年増加傾向にあったが、2008年 以降は鈍化傾向にあ
る。
○糖尿病により視覚障害となつた者は、ベースライン値に比して、減少傾向の可能性がある〈参考:2679人 (平成18
年度社会福祉行政業務報告))。
O糖尿病を主原因として、年間2000人以上が新規に視覚障害となっている。
○指標の目安として示された糖尿病性腎症により新規に透析が導入された人の数については、目標を超えて悪く
なつたが、2008年からは増加に歯止めがかかりつつある。

(4)最餞澤田
・最終値が目欅に向けて、改●したか、患化し
たか椰を饉濃に■載.

)悪くなつているく

D

:5)今後の暉■及び対燎の抽出
最餞評価を略まえ、今後強化 改ヽ善等すべ書
ポイントを目凛に記餞 .

O腎症については、特定値診で1血糖高値かつ尿蛋白陽性」者数(率 )を把握することが可能である。尿蛋白陽性
者における血糖区分、血圧区分などを確認すると、腎症対策の進捗状況が把握できるのではないか。
O眼科では、硝子体手術または光凝固術などの件数が把握できるため、糖尿病有病者に対して、定期的な眼科受
診の有無を調査するとよい。



7籠尿薇

(再編)目 颯項目 70メ タポリックシンドローム (肉鵬ll肪庄候瞬)を露知している国民の割合の増加

日椰値 策定時のベースラインロ      1         中間椰値 呼威四年食冑況 田 劉 離 口、 世論口壺

115a20歳 以上 80%以上 927%

コメント

(1)E近実績値に優るデータ分析
・菫近実績値がベースライン直に対してどのよ
うな麟書になつているか分析.

0半灰18年反の773%から平成21年度は927%と、154ポイント高くなつている。

(2)データ等分析上の鰈■
,日壺・分析をする上でω諫■ (口壺手段、カ
ま、分析材料■)がある場合、記麟.

(3)その他データ分析に係るコメント

υ ttZべ夏再確進基小6T国において、|メタホリックシンドロームの予防や改晉のための適切な食事、運動等を継続
拘に実践している国民の割合の増加」が目標として追加された(現状値:415%→ 目標値:50%以上)。

(4)最終評価

層騰響署習謝置1::て 改ヽ●
したか、悪化

| (A)

(3)今後の暉H及び対策の抽出

満 験誅fan4卜崎等す
べき

綸尿膚

目繰項目:710メタポリックシンドローム(肉 n■防症慢聯)の触当者・予口眸の減少 [メタポリックシンドローム(内口ll肪症候い)の腋当者,予口
"の

減少(40～ 74● )]

日椰値 燎定leのベースライン値
(平成13●□晨●■・彙贅‖壺)

中間
「 “
(2Ll

(全口E●費●工化lt口 0■ ●状況に
■する諄価(中間腑僣))

(平成21年■国民●■・彙■■■)

710a該 当者・予備群 (男性 )
平成24年 10%以上の減少 (対平成20年 )
平成27年 25%以 上の減少 (対平成20年 )

1,400万人 (参考値 ) 約420万人 38%(特 定健診受診者のうち英数 )
1470万人

該当者 予備群 (女性 )
平成24年 10%以上の減少 (対平成20年 )
平成27年 25%以 上の減少 (対平成20年 )

560万人 (参考 {E) 約122万 人 13%(特定健診受診者のうち英数 )
530万 人

(1)亡近実績値に優るデータ分析
.IE近 奥崚値がベースライン値に対してどのよ
うな働きになつているか分析.

υ男性は国民健康・宋養調査によると
Э女性は国民健康・栄養調査によると
Э男性は国民健康・栄養調査によると
Э女性は国民健康・栄養調査によると

有意に増加した(片側 P値 =0019)。            ~~

覇欝菫:樵楔瑳1麟霧11鷺測:橿瑞:

(2)データ等分析上の課題
,日査・分析をする上での課■ (■査手段.方
法、分析材料等)がある場合、記載.

(3)そ の他データ分析に係るコメント

0特定健康診食堂診看甲の署1合は、平成20年度(268%)で 、平成21年 (267%)で あり、現在のところ大きな変化は
みられない。
O平成21年 度の速報値によれば、メタポリックシンドローム該当もしくは予備群は約576万人となつている。

足早層蟹歴蕃 熙箋樫箸 ifi議 ∫
口~ムの該当者・予備群の者の割合について、男女別にみると、直近

○国民健康・栄養調査によるメタボリックシンドロームの該当者等の数値は、男女あわせ約2,000万人前後で推移し
ている。
O男性の該当者・予備群が女性に比して高い傾向にある。

(4)最餞評価
・最薔値が目欄に向けて、改薔したか、患化し
たか等を出雷に記餞。

D男 女 とも変 わ らない。

C

(5)今後の課題及び対策の抽出
・最織欝価を踏まえ、今後強化・改善専すべき
ポイントを出凛に記戯.

84



7籍 尿店

目欄項目,711メタポリックシンドローム(内‖腱肪症候群)の機念を導入した腱渉'保櫨掬導の受眸書数の向上

日●饉
槽椰の目安 燎た時のベースラインL 中間諄

“

17虚 0年度綺邁踊 認讐 特定保●指導の
実‖状D

(平威21年壼特定僣憲じ■・特定保●II■の
■施状況(■■0)

〔綺走●庫じ■の実施劇

7 1la健 診実施率
平成24年 70% 平成27年 80%

389%(平 成20年度 )
405%(平 成21年度速報値 )

〔特定慄億掏導の実施莉

7 1lb保 健指導実施率
平成24年 45% 平成27年 60%

77%(平成20年 度)
130%(平成 21年 度速報値 )

コメント

(1)亡近実績値に僚るデータ分析
・直近実績値がペースライン値に対してどのよ
うな■きになっているか分析.

ブ半灰21年度の選手ほイEによれは、特足促康診査実施率は405%、 特定保健指導の実施率は130%と、平成20年度
D値より改善しているが、平成20年度からはじまった制度であり、平成20年度と平成21年度 (速報値)のみのデータ
であるため、変化の分析は困難。

(2)データ等分析上の環田
・口壼・分析をする上での採■ (口姜手段.カ
法、分析材料■)がある場合、記職。

(3)そ の他データ分析に係るコメント

0半成20年度の特定健康診査の実施率について性・年齢階級別にみると、男性では40歳代では50%を 超え、60歳
以上では30%台にとどまっており、女性ではいずれの年代でも30%台であった。また、男性(431%)の実施率は女性
(348%)に 比べて高かった。
O平成20年度の特定保健指導の実施率について性・年齢階級別にみると、男性では40～ 64歳で、女性では40～ 5(
歳代で10%以下であつた。また、女性(94%)の実施率は男性 (71%)に比べて高かつた。

(4)最綺評価
・最織値が目欄に向けて、改善したか、愚化し
たか等を簡潔に記載。

D評価 不能 。

E

5)今後の暉題及び対策の抽出
最織評価を賄まえ、今後強化・改●等すべき
にイントを目潔に記載。



8 循環器病

87



3.価環器病                      ~~~
1再掲)目 根項目:81食 塩摂取量の減少 [1日 当たりの平均摂取量]_

目機は 潤覇露躍a三棗毬 (旱成lo年副里盟彙..ゎ 亡漱奏饉億
(平威コ年■民腱摩・彙姜口壼)

:3a成人 log未満 135g

コメント

∫翌1睾隋鵬腱野写〃脇島してどのよう
O有意に減少した(片側P値 <0001)

冒    議二段、方

(3)そ の他データ分析に係るコメント

8輩f棚黎 肥
少。 ~~

8畳霧離滉読調鷲暫庸眼動誰鵠裁1器な
。

(4)最終評価

高珊 ぱビて、改善したか、懸化し (B)

・最終評価を踏まえ、摯甕鶴 書薔すべき
』緻
○食事摂取基準の改定に合わせて、食塩摂取量の目標値も修正が必要である。

8,環 器痢                 ~~~~~~

量畳墨目:皇 :2カリウム授取量の増加 11日 当たりの平均薇取量 ]

目椰健 醸 86二登硝  |_品 1=躙彙姜ロコ 口遺奥趙饉
(平虐躙年目民腱豪・彙豊口勁

成人 35g以上 25g 23g

コメント

朧 蝦 郡乳…
υ有意 にЛ 少 した (片 側 P値 <0001)

It晨瀞#著:lil麟1婁 1出薦手段、方
υ貫品成分表が平成9年には4言 T、 平成16、 21年には5層貿EttT嚢扇可両面薔夏藤薫頭巨戸T~~~~

(3)その他データ分析に係るコメント

:[

(4)最 綺評価

だ蟹型留溜訓漕ご詔子
てヽ改善したか、患化し

∪恐 なヽつている。

D

躙 雹3寵鴨lk薔●すべき

Oカリウム摂取量は目標を大きく下回歌 さらIF「下しており、国民の血圧上昇への影響が懸念される。主要な摂
取源である野菜と果物の摂取量増加

晶義鶏fξ翠7で暮冗部瀧iこで新葉がぁるため、重要な対策である。O野菜・果物摂取量の増加はまた、循
Oカリウム摂取量は若い世代ほど低い傾向にあり、小児期からの食育等による普及啓発が必要である。



3循環器書

(再掲)目機項目:83成 人のlE満者の減少
適正体菫を維持している人の増加 t肥満者等の割合](児童 ,生後の肥満児 :日 比式による標準体量の20"以上、肥満者:BM:が25以上の者、やせ :BMIが 185未満の書、
BMI(Body Ma86 hd● X〕 :体菫くに)/[身長(m)]1)

日
=値

策定時のペースラインロ
(平成o年目民彙贅口つ

中間諄価
(平成lo年目風腱康・彙着口つ (平威卿聟ヨ民腱豪・彙姜口■l

1la児 童 生徒の肥満児 フ%以下

1lb 20歳 代女性のやせ の者 15%以下 223%

,lc 20～ 60歳 代男性の肥満者 15%以下 290%

1ld 40～ 60歳 代女性の肥満者 20%以 下

コメント

(1)直近奥縦饉に係るデータ分析
・菫近実績値がベースライン値に対してどのよ
な動きになっているか分析 .

D児童・生徒の‖巴満児の書‖含に有意な変化はみられなかつた(片惧IP恒=010'。
Э20歳代女性のやせの害1合に有意な変化はみられなかつた(片側 Pl直 =026)。
Э20～ 60歳代男性の肥満者の割合は有意に増加した(片側Pイ直<0001)。
Э40～ 60歳代女性の肥満者の害1合は有意に減少した(片側P値 =0007)。

FI麟議i筆者号1貫,1「臓手段.方

(3)そ の他データ分析に係るコメント
020～ 60歳代男ILの肥満者の署1合は目標に対して悪化したが、平成12年 以降の肥満者の署1合の増力01唄 同は、そ
れ以前の5年間に比べ鈍化している。

14)最終諄価
最終値が目欄に向けて、改薔したか、雇化し
しか等を目潔に■摯。

6)今後の課題及び対策の抽出
最餞‖価を饉まえ、今後強化・改善等すべき
ドイントを簡漑に記載。

〇肥満者の署1合について性・年齢階級別にみると、有意に増カロしているのは30～ 50歳代男性であり、特に平成21

年の肥満者の害J合を10年前の該当世代と比較すると、現在の30歳代男性の増加割合が最も大きいため、20歳代
から30歳代にかけて体重を増やさないためのアプローチが必要である。
○都道府県別の肥満者の害1合をみると地域格差がみられるため、地域格差に配慮した取り組みが必要である。

B籠凛器詢
(再掲)目相項目184 週勲習慣者の増加 口 動習慣書の割創 (=勁ヨ領看:1回30分以上の■勁を、遍2回 以上暴籠し、1年以上持縦している人)

日編値
薇壼時のペースラインL
(平成0年目民彙姜口0 (平虚11年目E“童,燎姜■D

壼通案組位

“

威J年■晨む童・螢
=口
D

23a男 性 39%以 上 309%

23b女 性 35%以 上 258% 270%

コメント

騨薔端鍮神して詢ど
Э成人男性、女性とも年齢調整を行つた場合 (男性 :中間評1面 278%、 直近1直 297%。 女性 :中間百+1面 245%、 E近値
と42%)、 有意な変化はみられなかつた(成人男性 :片側P値 =026、 成人女性 :片 tlllP値 =045)。
D性・年齢階級別にみると、60歳代男性及び60歳以上の女性では有意に増加しているが、40～ 50歳代女性では有
意に減少するなど、性・年齢階級別で変化に違いがみられた。

(2)データ等分析上の屎■
・■査・分析をする上での屎■ (口査手段、方
法.分析材料等)がある場合、

“

畿。

3)その他データ分析に係るコメント

〇年齢階級によつてベースライン値やその後の変化が異なるため、この10年間の調査対象の肩齢者の増カロと年代
別の変化の違いを勘案する必要があると考え、年齢調整を行ちたところ、男性、女性とも運動習慣者の増加は見ら
れなかつた。

4)最終静4E
最終檀が日相に向けて、改善したか、懸化し
こか辱書簡潔に日載。

(C)

:5)今 後の課■及び対策の抽出
量綺屏薔を饉まえ、今後強化・改善等すべき
ドイント書簡属に日載 .

030分 間週2回の運動習慣による生活習慣病予防効果は、1健康つくりための運動基準2006」で示されるとおり明
らかにされている。国民一人ひとりに対して運動習慣のメリットを積極的に啓発する必要がある。また、運動習慣の

維持・増進には運動指導者、自治体、職場などの環境を整備する施策が必要。
Oここ10年 の間の運動習慣に対する認識の変容に注意が必要ではないか。かつては、運動というとスポーツをイ
メージしたが、最近では散歩のような簡単な身体活動も、余暇時間に目的を持つて行われていれば運動と認識され
るようになつてきた。笹川スポーツ財国が実施する同様の調査でも、散歩やウォーキングの実施者の害1合が急増し
ている(スポーツ白書 )。
020歳 から60歳までの若者や働き盛り世代に対する運動啓発が必要。
○経年変化が追えるようにすることには留意しつつ、生活習慣病予防、介護予防に必須の運動習慣の定義をどう
するのかの検討が必要。

'1え

ば、"散歩"を運動ととらえるかは個人差があるため、本来は"運動"の定義を明示し
た上で調査を行う必要がある。



3■環器痢
■目:85高 而暉の改善 (1住針)● 考

日●値 漂臨躍高甜鍋 17・威lo年□露 彙ヽ姜鶴鋤
鷹逓真輌饉

(平成
"年
口民健康・彙姜口■l

5a平 均最大血圧 男性 (15歳 以上 ) 132 7mmHg 131 5mmHg 131 7mmHg

15a平 均最大血圧 女性 (15歳 以上 ) 126 2mmHg 125 0mmHg 123 3mmHg

コメント

∫召轟蹟覇開圏融ヨ聴襲勇τ稲常二fしてどのよう

0男性(15歳以上)(血圧降下斉」服用者除外)は有意な変化はみられなかつた(片側Pイ百5百万万
O女性(15歳以上)(血圧降下斉り服用者除外)は低下した(片側P値〈0001)。

邸細 疵手段.方 :  鼈麒 鑽滲

(3)その他データ分析に係るコメント

尾属紐 翫鰺 儒践認
耀勁働は`べ~スライ珈J“5mmHま中間獅で~

9ま蜂紺 省造鍮 彙李凡辱麟
調整平均働 は、ベースライン値謝 創JmmHふ 中間評価で

齢 ‖ 漑 繁 聯 鮮 ナ
露服妻続 漸亀[雀よ暑摯趨 鶴

9餞暴十)茫予葦朧議晏穐貨ゼ酵基覗程嘔標率はベースライン値と比較して男性は33ポイントエ下傾向であるが、70歳以上男性では上昇した。また、
の年齢調整有病率は中間評価以後変わつていない(図8-4)。

姓
難

(4)最終諄個

柵 謝:て、改善したか、BfLし
0男性、女性とも改善した。

B

曇 薔価を腱まえ、琴履留犯 .改薔等す
～

思昌貪基課3離 5貢腋溜季あえ認房繁L13竺ラly菅凛 (減塩』巴満、野菜果物摂取、身体活動、適正飲D

8繁磁3稽暑青#:盆晉と麟ぬな賢:彙意:諮 67轟学lず法需霧ξttyデ:?卍さを蛛 る。



〕籠■■痢

〈再編 )目 標項目:86た はこ対策の充実

興燿力吸 1計億康影響についての十分な知凛の普及 [知つている人の割合] く関連リ

日颯儘 薫
=時
のベースラインロ

(平成lo年度嗅燿と健康‖■に■する奥菫ロコ
中目椰価

(平成13年目民腱凛.彙贅口0
口通翼薇■

(平 R2o年目■■凛・棠姜口壺)

心臓病 10o% 405χ 458% 50フ %

l● 脳卒 中 100% 35 1tt 436% 509%

中成年者の嗅競 なくす 〔喫燿している人の割合]

日
=僣

環
="の
ベースラインロ

(平成0年鷹未威年をの嗅燿■■に目する (平成lo年度来咸年■の嗅饉凛u
凛■■饉●

(平た 2年度栞咸年者の嗅饉及び

2● 男 1■ (中学 1年)0% 32%

2b男 性 (高校 3年 )0% 369% 217% 86%

2c女性 (中学 1年)0%

12d女性 (高校3年 )0% 156%

日■位 策定時のベースライン儘 中口諄価 直通実債位(oキ働

[分饉を実施している●● l
暉
鷲 雰驀

"倶

1晨裏:5ξ
ける

“1出ま雰喜息曇鶴
=霊

ける
(平成

“

年度厚生労働科学研究 大和D

3a公共の場 100%
都道府県 894%
政令市等 959%
市 町 村 507%
保 健 所 955%

螂嚇岬師

100%

100%
897%
100%

.47都 道府県中23が本庁舎内建物内禁煙 (約
49%)

46都道府県庁所在市及び5指定都市中10が本
庁舎内建物内禁燿 (約 20%)

東京23区 中 1カ 1本庁舎内禁煙 (約4%)

[分燿を実■しているJ●l (平成o年労働者懺厳状況鴨D 〈平威14年労働■健康状況■■l (平 咸lo年労働奢饉凛状況■お

3b職場 100% 403%
(477%(喫煙対策に取り組んでいる))

559%
(591%(喫 煙対策に取り組んでいる)) (755%(喫 煙対策に取り組んでいる))

〔知つている人の■合] (平成17年分燿の知■に日する会日田■ ) (平 成
"年
度

“

奎労働群学研究 月■●

43c効果の高い分煙に関する知識の普及
100“

(換気扇のある喫煙室も正解とした場合)
(建物内禁煙を正解とした場合)

男性 774% 女性 813%
男性 340% 女性 366%

性
性

男
男

女性 840%
女性 430%

職燿支援プログラムの普及 [熱燿支援プログラムが提供されている市町特の劇合】(禁燿支援プログラム:何人の禁燿を支援するための日別保腱指導等)

日椰償 ←由3轟 こ総 書颯0 lV戌16年度地城田V理 人保仁率Rtt■l
菫近実績値

(平成20年度llln保饉・■童増邁事彙颯勘

4a全国 100% 329%
(278%(禁煙指導が行われた市町村の割合 ))

397%
(322%(禁煙指導が行われた市町村の割合》 080%(禁煙指導が行われた市町村の割合))

史燿をやめたい人がやめる 0青

日●■(■● 驚定時のベースライン饉 中潤‖薔 ●I通実績饉

契煙率

(平賊11年目民健康・栄曇憫■) (平成躙年目民■は・彙■日■l

男性 433% 男性 382%

女性 120% 女性 109%

案煙希望者の割合

(早威15年目民健康・彙■■■l (平減躙年目民健康・彙姜口■l

男性 246% 男性 317%

女性 327% 女性 416%

コメント

(¬ )直近実績値に係るデータ分析
・菫近実績颯がベースライン値に対してどのよう
な動きになつているか、分析。

ξ:缶41筆:]:‖,L「籠手段、方

(3)そ の他データ分析に係るコメント

D心臓病・脳卒中と喫煙の関係についての知識は向上したものの、未だに約半数にとどまつている:
Э男性の喫煙率は減少しているが、女性の喫煙率は変わらない。

(4)最綺評価
・最終性が目標に向けて.改善したか、轟化し
たか0を出潔に霊載。

(B)

(5)今後の朦題及び対策の抽出

総 鵬 輔
後強化・改善●すべき

Э喫煙による心臓病・脳卒中のリスク上昇についてさらに国民に知識を普及fる必要がある。
Э飲食店を含む公共の場の分煙化・禁煙化を進め、受動喫煙防止を徹底する必要がある。
Эベースライン値を含めた喫煙率の推移を性・年齢階級別に詳しく分析する必要がある。
Э公共の場等の分煙については、飲食店、宿泊施設等も含めて評価するのが望ましい。



〕籠環器痢

目椰項目:87 嵩脂血走の 減少 [高 1日血産の人の椰合](高11血症者 :血清鰤 レステロール籠24om8/d以 上の者)

日
=饉

策定時のベースライン僣
(平成o年国民彙姜口0 (平成lo年高鼎 彙贅口D

鷹壼奥籠饉
(平餞躙年口民儘康・彙養口壺)

7a男 性 52%以 下 105%

女性 87%以 下

コメント

∫召嘉密観渋錫奪″脇島してどのよう
な動きになっているか、分析。

O男性は有意な変化はみられなかつた(片側P値=0469)
O女性は有意な変化はみられなかった(片側P値 =0067)
O男性の高脂血症の年齢調整有病率は中間評価で18.1%、 直近実績値で172%である(ともに服薬者含む)。
O女性の高脂血症の年齢調整有病率は中間評価で238%、 直近実績値で245%である(ともに月風業者含む)。

FI藤銚職撫露手段、方

0国 民慢尿・宋養調食対ス有の牛齢僣灰が看十呂節化しているため、年齢階祓別の推移、および、年齢.FJ整平均
値の推移で評価すべきである。
O近年60歳以上の女性を中心にコレステロール1■下斉1服用者がかなり多い(平成21年では60歳 以上女性の20%
以上が服用)。 コレステロール低下剤服用者を高脂血症に含めた有病率〈年齢階級別、年齢調整有病率)も評価す
べきである(平成9年はコレステロール低下剤に関する調査なし)。
O総コレステロール平均値の推移は、投薬治療の効果を含む国民の総コレステロール値の変化として解釈すべき
である。

(3)その他データ分析に係るコメント

0男性の総コレステロール平均値(年齢調整値 )はベースライン値で198 6mg/d、 中間評価で200 4mg/d、 直近実
績値で198 2mg/dで ある(図 8-5)。
O女性の総コレステロール平均値 (年齢調整値 )はベースライン値で205 2mg/d、 中間評価で205 3mg/d、 直近実
績値で203 3mg/dである(図 8-5)。
O総コレステロール値のみから高脂血症を定義した場合、年齢調整有病率は男性では変わらず、女性では低下し
た(図 8-6)。 しかし、女性の高年齢層では月風業者が多いため、投薬による総コレステロール値低下の影響が考え
られる。
O平成16、 21年において月長業者を高脂血症に含めた有病率を見ると、年齢調整有病率は男女とも策定時より上昇
している。年齢階級別にみると男女とも60歳 以上での上昇が大きい。しかし、平成9年の高脂血症有病率を過小評
価している可能性が高い。(図 8-7)
0月長薬者を含む20歳以上成人の総コレステロールの年齢調整平均値は、策定時と比べて、男性では変わらず、女
隆では1 9mg/d低下した。

(4)最織評価

だ駅響智響熟肥晶段:て 崎ヽ
したか、E4Lし

Э服薬者を含めた有病率は策定時に比べて男女とも悪化した可能性が高い
が、服業者を含む国民全体の総コレステロール平均値 (年齢調整平均値)は
男性では変わらず、女性では低下しており、全体としては変わらない。 C

瑠鯉 幣舗島
"す
べき

ポイントを簡凛に記載。

O男女とも50歳以上で有病率の悪化傾向が見られ、特に女性の有病率が高い。中年期以降の高コレステロール血
症予防対策の強化が必要である。
O国民に食品中の飽和脂肪酸、不飽和月旨肪酸、トランス脂肪酸に関する正しい知識を普及するとともに、食品栄養
成分表示の改善により適正な食品選択ができるなどのポピュレーション対策を推進する必要がある。
O脂質異常症予防のための肥満予防対策も並行して推進する必要がある。
O今後、HDLコレステロールまたはLDLコ レステロールを用いた評価も必要である。また、低HDLコ レステロール血
症、高中性脂肪血症を含めた脂質異常症の有病率の評価も必要である。
O国民に高コレステロール血症の疾患リスク、治療の必要性、食生活の修正ポイントについての正しい知識の普及
が必要である。



1再縄)目標項目:38綺尿病有膚者の減少(tll)
日椰薔

策定時のベースライン●
(平虔9年■朦虜実触口■)

中口椰価
(平成14年■屎癬奏摯口■) (平 n10年口罠饉壼・彙盤口■)

76a精 尿病有病者数 1.000万 人 690万 人

740万人

(650万 人 )

890万 人
(740万人 )

括弧内の数値は策定時の性・年齢構成で調整した値

コメント

(1)直近実績億に係るデータ分析

艦 霊黎臨誦r自
こ対してどのよ

Э有意に増加したが (片側Pl直 <0001)、 日標値を下回つた。

(2)データ等分析上の課題
・蘭査・分析をする上での課題 (口査手段、方
法、分析材料等)がある場合、協載。

○策定時のベースライン値は全国的な調査で、調査項日が同じであるため、直近冥績lELと比較することは口l iEであ

る。

(3)そ の他データ分析に係るコメント

8撃『罰鑽 へa鼻翻71営鴇黎 ‰ 1認められなかつたことから、廟病有艦数増加の理
由の一つとして加齢の影響が考えられた。

=鶴
議な男贅幕肇繕讐滑ふt=増紺 露電警鳶磐購鍵覇繕満秀暑籍塁警鷲まな努武悩切

な評価をしうると考えられる。
0年齢調整糖尿病有病者数(糖尿病が強く疑われる人)には、増加はみられなかつた。

8集整認愧 蝠 理爵躍辱塞獲ザ覇嘉単着若設 、113な夕絆湿凝ち9%、 88%で 、変化はなかった。
○糖尿病有病率について、性・年齢階級別にみると、男性の60歳代及び70歳代、女性の60歳代では増加したが、
女性の20歳代、30歳代、40歳代及び70歳以上では減少した。

(4)最終椰価
・最終値が目様に向けて、改善したか、雇化し
たか専を簡潔に記載。

(5)今後の課題及び対策の抽出
・最終評価を出まえ、今後強化・改善りすべき
ポイントを目凛に密

"。

O高齢者における精尿病有病者数・有病率の増加が懸念され、この年齢層に対する橋尿病予防対策強化が必要
である。
Oまた、糖尿病の発見率、治療率、コントロール率の改善を目指したハイリスク対策を強化し、透析・失明などの合

8辱電種勿季聴 モR3群鵞 、把握できる。今後、コントロ司 レ不良者 Obtt c≧ 7%の 割合なわ を指柳 こす

るとよい。また特定健診で糖尿病と判定される者(HbAlc≧ 61%)の割合や人数を参考値として見ておくとよい。

"環
器瘤

(再掲)日 欄項目:89飲 酒対策の充実

多量に飲層する人の減少 [多量に飲酒する人の日合](多量に飲酒する人‐1日平均純アルコール約00`を 超えて摂取する人)

日椰値 ==時
のベースライン肛

(平成0年 E■菫づくりに円する菫臓口tl
中閾椰I

(平成10年目民腱凛・彙■口つ
置近興口a

(平咸コ 年口民腱巖・彙贅■壼〉

51a男 性 32%以下

51b女性 02%以 下

ホ威年者の飲洒をなくす [飲洒している人の日合】

目欄饉
薫定時のベースラインロ

(平成o年魔栞戌年者の餞躙脅■に田する
食ロロ■)

伴由碑脇馴出 の嗅藤 び
飲涸術粛に日する全ロヨD

菫量奏颯位
(平虚 2年度来咸年者の嗅饉■び
飲層行nに田すも全ロロ奎)

2a男 性 (中学 3年 ) 167%

'2b男
性 (高校3年 )0%

'2c女
性 (中学 3年 )0%

`47"

'2d女
性 (高校 3年 )0% 361% 185X

「
飾度のある適度な飲洒」の知出の普及 [知っている人の日合,(飾鷹ある適度な飲層 :1日平均鶴アルコールで約20`程度の飲層)

目標檀
■■時のベースライン饉
(平成13年ロニ彙■■■)

中口椰価
(平咸15年目民

“

壼・彙■■つ
口壼栞猥■

(平成20年口民■壼・彙■口■l

3a 男 1■ 100% 5031 486%

3b女 1■ 100% 473% 486%

コメント

距興獣鮮聯亀してどのだ
(2)データ等分析上の鰈題
・田壺・分析をする上での課層 (田奎手段.方

法、分析材料等)がある場合、■載。

(3)その他データ分析に係るコメント

(4)最贅椰個

融
て、改善したか、E4Lし (C)

瑠鋼 整舗‰
"す
べき

ポイントを簡藤に記載。



B"環 器痢

旦椰項目:8.1●  ■康鰺断を受ける人の増加 覧検鯵受お■の牧 1
日尋値 堡J● 4腱歴1韻目F:ア[ピ貿響L■.口DI  

“
自0年船璽浮■■.D 壼壼奏綸饉

(平成lo年口民主着薔籠口■l

310a全 国数 6860万 人以 上 4573万 人        1       5850万 人 6013万 人

コメント

脚薔蝦 郡島して,fのは→3傘語誅錯識詰顎疑麗磨添程蕎層聡
が冥なる

It]7薔 F‖lllnl賢 、出鷹
手段、カ

υ優診党診首数で評価するよりも、健診受診率 (性別・年齢階級別)での評価が望ましい

3)その他データ分析に係るコメント

:][[[[][ili:ち :][l:           :][i[][「]:]][]]]]]]:[:

4)最終膊価

里鋼曜憲譜当番諄
てヽ改善したか、懸化し

0収吾したと思われるが、日標値には達していない

B

綴辮鵬場計鋼
・改薔守すべき

υ延診賞診百卒lpl上 のため、特足促診を言む各種健診の受診平向上の対策を進める必要がある。    ~

言鵞藝:多ま:31三章尋〕;蟷 登島[電
藝縫饉馨F奪亀樋診ナショナルデータベース等、質の高い国

8■■■■
目欄項目:811 生活口置の改善等による●環薔自の減少(推計)

日欅饉 贅定時のベースライン■
(平成lo年人口」菫鶴計)

中間静価
(平成lo年 人口■■餞針 )

口通案籠●
(平成21年人口麟■

"詢脳卒中死亡率 (人 口10万対)全 体 1100 1023 972

脳卒中死亡率 (人 口10万対)男 性 1069 999

悩卒中死亡率 (人 口10万対)女 性 1131 1045

膳卒中死亡数 全体 13万フ.819人 12万 9055人 12万 2350人

卒中死亡数 男性 6万5529人 6万 1547人 5万9293人

悩卒中死亡数 女性 7万 2,290人 6万 フ508人 6万 305,人

叢血性心疾患死亡率 (人 口10万対)全体

£血性lb疾患死亡率 (人 口10万 対)男性

菫血性心疾患死亡率 (人 口10万 対)女性

菫血性心疾患死亡数 全体 7万 1678人 フ万 1285人 7万 5481人

菫血性心疾患死亡数 男性 3万8566人 3万9014人 4万 1795人

主血性心疾患死亡数 女性 3万 3112人 3万22,1人 3万3686人

1鵬 郡島して21の」→
υ脳牛甲の相タヒ亡子および死亡数は減少(改善)傾 向である。       ~三

~T~
0虚血性心疾患の粗死亡および死亡数はほぼ横ばいか、1菫かに増加(悪化)傾向にある。

FI薦銚講距置手段.方
0粗死亡平および死亡数は人口の高齢化の影響を受けるので、人口高齢■の影響が除かれた年齢調整死[率を
用いて評価すべきである。

(3)その他データ分析に係るコメント

8奮糧8盟孟纏痣震雪繁蘇事遷紹ピ撃1昇:|1彗黒号「II魯:モF]昴露]IF『属層照層昴罷][1lI
:F性
の虚血性心疾患年齢調整死亡率 (人 口10b加 は、策定時で42、 中間評価

“

な直近実績値o34であ

§単[羅
思禁習撃蘇畠墨晃晉黛根鼎警陶 夕侶鶉 薔朧 1卿鵡 儡 %

(4)最 僚椰個

層駅翠蹴鴨]燿揺鋼け
てヽ妊したか、E4Lし『 合」聯 慧「

除外すると、脳卒中および虚血憮い疾患OFE亡石

B

増出鋼鴇盟里翼島ご営を超晰夢機.等す祥

3重呼ち
｀
ノリ]昇薦斬ittf婆 豊ゝ耀1中

・編聞饗霧虐馴鱈帰喬調

2未罰響暑慾 楡炉
血圧誂 質

量
常症、糖尿病、喫煙団 するハ刊 スク対策・ポピュレーション対策の推

晃歴彗雲惜i織 鵠 鰍 蟹 ダξFし
‐ る`。死亡率のみを用いた評価では不十分であり、循環器疾患



8行環器鋼
(再掲)目 標項目:812メ タポリックシンドローム (内■lll肪症候群)を凛知している国民の割合の増加

日椰燎 燎定時のスースライン■      1          中田椰価
菫返実慣ニ

(平成21年食青の環状とil●に田する世論口壼

115a20歳以上 80%以 上 927%

.直師 隷理籍冠稽島してどのよう
Э平成18年度の773%か ら平成21年度は927%と 、154ポイント高くなつている。

F171籠書汗♯f馨嬌[1層魔手段.方

(3)その他データ分析に係るコメント

D第 2次食育推進基本計画において、「メタボリックシンドロームの予防や改善のための適切な食事、運動等を継続
拘に実践している国民の割合の増加」が目標として追加された(現状値:415%→ 目標値 :500/o以 上)。    .

望詰魔肇:こ向けて、改善したか、HfLし
たか年を目潔に露■.

(A)

(6)今後の諷鳳及び対策の抽出
・最終辟価を麟まえ、今後強化・改善等すべき

ポイントを簡潔に記8.

"環
器療

1再掲)日欄項目:813メタポリックシンドローム(肉nIB肪走候群)の麟当■,予■群の減少 〔メタポリックシンドローム(内臓詢肪症候椰)の麟当者・予傭群の減少(40～ 74融 ),

目欄値
策定●0ベースライン■
(平成lo年目罠腱庫・栄贅H■)

中In諄価
(なし)

菫■実績■
(全口臓●■菫工化BI日の■

'状
ユに目する

←ル1畢霊認雪ユl.口奎)

710a該当者 予備群 (男性 )
平成24年 10%以 上の減少 (対平成20年 )

平成27年 25%以上の減少 (対平成20年 )
1400万人 (参考値 )

約420万 人 (特定健診受診者のうち38%)

14フ 0万 人

710a該 当者 予備群 (女性 )
平成24年 10%以 上の減少 (対平成20年 )

平成27年 25%以上の減少 (対平成20年 )
560万人 (参考値 )

約122万人 (1キ定健診受診者のうち13%)

530万 人

コメント

(1)直近実績値に係るデータ分析

』鷺留目襄
=省
^馬

F雰窟値に対し
てどのよう

Э男性は国民健康・栄養調査によると
D女性は国民健康・栄養調査によると
D男 性は国民健康・栄養調査によると
D女性は国民健康・栄養調査によると

有意に増加した(片惧IPl直 =0019)。
有意な変化はみられなかった(片側P値 =032)。
年齢調整した結果、有意な変化はみられなかつた(片側P値 =021)。
年齢調整した結果、有意な変化はみられなかつた(片側P値 =030)。

FIItti縦 1尋譜‖,11臓手段、方

(3)その他データ分析に係るコメント

0特定健康診査受診者中の割合は、平成20年度(268%)で、平成21年 (267%)であり、現在のところ大きな変化は
みられない。

8韻 篠 尾畠ど覇彊尉長ら繊緊らうダ 揺 ■ 瀑 茜 夢 鼎 轟ム亀Ъ酎蓉露 :肇 筆 晰 ヒ亀 と、画

8昌獲量犠理 肇馨世憲%ツタ磐元ち3しドロ_ムの該当者等の数値は、男女あわせ約2,000万 人前後で推移し

Б量 の該当者・予備群が女性に比して高い傾向にある。

(4)最贅絆価
・最終檀が日椰に向けて、改善したか、懸化し
たか等を簡潔にE● .

(C)

壇鯉 幣舗‰
"す
べき

ポイントを簡燿に認■ .



3■環器瘤
(再編)日相項目:8.14メタポリピクシンド日==雨面面所正碩幕

'あ

顧蚕吾薫天こ雇百藤:募覆藉顧あ更藤百藪の向上     「
日

“

饉
臓機の目安 策定時のベースライン饉 中口諄価

|:覧IIttl[:I:
["菫腱燎
"壺
0真施劇

7 1la健診実施率
平J″ 4年 70%平 成2年 80% 389%(平 成20年度 )

405%(平 威躙年度速報値)

[伸定僚腱槽■0真お■l

71lb ttlt指 導実施率
平Jυ 4年 45%平 成η年 60% 77%(平成20年度 )

130%(平成冽 年度速報値 )

コメント

∫讐       島してどのよ:迎閻 灘i

FI藷轟講距議手段、方

(3)そ の他データ分析に係るコメント

O平成20年度の特定健康診査の実

"琴

1子 ?し :了性 :年齢階級別 |こみると、男性では40歳代では50%を超え、60歳
以上では30%台にとどまつており、女性ではいずれの年代でも30%台であった。また、男性(431%)の実施率は女性
〈348%)に 比べて高かった。
○平成20年度の特定保健指導の実施率について性・年齢階級別にみると、男性では40～ 64歳で、女性では40～ 50
歳代で10%以下であった。また、女性(94%)の 実施率は男性 (71%)に 比べて高かつた。

(4)最綺評価

脚 :て
、改善したか、E4Lし

(E)

∫]違響昭選留諧製f彎裏室鷲弊装..すべき



トO

゛がＲ　　Ｏ



Dがん

(再掲)目 標項目:0.1たはこ対策の充実

興燿が及ぼす櫨庫影響についての十分な知出の普及 [知つている人の椰合]く |1連する目標値のみ記述>

目欄櫨
贅菫時のパースライン位

碑咸lo年壼嗅饉と健康潤日に田する実■■つ
中田辟

“
(平成15年口罠健壼・彙姜口m

E通奥at
(平成20年□員仁壼・棠■口壺)

1la肺がん 10o% 8751 875%

颯威年者の喫燿をなくす [喫燿している人の割合]

目欄燎
環
="の
κ―スラインロ

(事咸o年度余戌年■の嗅燿行口に日する
0ロロ奎)

(平成lo年度余威年■の嗅饉及び
菫壼真輌t

(平成2年度素蔵年書の■饉■び
飲層

"動
に日する全国口壼)

2a男性 (中学 1年

2b男性 (高校3年 217%

12c女性 (中学 1年

2d女性 (高校3年 156%

日魯値 鑽定時のベースライン饉 中田諄価 自近翼a値 (,キ値)

【分燿■実施している書創 仔
1‖目l雰島3演議1鵬日呂5'け

る (早蔵10年■力自治体庁會■における
●饉・分用の奥お状況口奎) (平成″年配撃奎労働群学研究 大和Ю

3a公共の場 100%
都道府県 894%
政令市等 959%
市 町 村 507%
保 健 所 955%

都道府県
政令市等
市 町村
保 tt所

鰯
嘲
嘲
嘲

・47都道府県中23が本庁舎内建物内禁煙 (約
19%)
.46都道府県庁所在市及び51旨定都市中10が本
庁舎内建物内禁煙 (約 20%)
.東京23区 中1が本庁舎内禁煙 (約4%)

[分饉を実施しているコ創 (平威o年,●奢●底状況■0 (平成14年 ,●■■■状況口■) (平成lo年労働者健康状況田D

3b職場 100% 403%
(477%(喫煙対策に取り組んでいる))

559%
(591%(喫煙対策に取り組んでいる)) (755%(喫 煙対策に取り組んでいる))

[知っている人の割合] (平成1,年分燿の知腱に出する全口憫0 (平虚 2年度摯生労働群手研究 月崎D

43c効果の高い分煙に関する知識の普及
100%

(換気扇のある喫煙室も正解とした場合 )
(建物内禁煙を正解とした場合 )

男性 774% 女性 813%
男性 340% 女性 366%

男性 809% 女性 840%
男性 410% 女性 430%

魔燿支援プログラムの普及 t摯饂支援プログラムが担供されている市町村の

“

合](禁燿支援プログラム:個人の熱燿を支饉するための個別保健指導等)

日

“

饉
菫
=時
のベースラインロ

(旱咸19年度地崚晨●・者人保腱事■●告)
中間諄価

(平成15年度地墟蜃●・J人晨健事a饉働

4a全国 100% 329%
(278%(禁煙指導が行われた市町村の割合》

397%
(322%(禁 煙指導が行われた市町村の割合)) (389%(禁煙指導が行われた市町村の割合》

彙燿をやめたい人がやめる 0考

日
=儘
(■m 資定嗜0ベ ースライン饉 中‖辟傾 菫壼奥颯住

契煙率

(平成10年目員色●・彙姜

“

⊃

“

咸
"年
目民腱摩・彙贅■D

男性 433% 男性 382%

女性 120% 女性 109%

康煙希望者の割合

(平成16年目風こ菫.象姜口0 (平■21年口晨口凛・彙姜口El

男性 246% 男性 317%

女性 327% 女性 416%

コメント

(1)直近実績値に係るデータ分析
・直近実績値がベースライン置に対してどのよう
な動きになっているか分析.

υとの現日も日程値は達成できていない。すすんではいるが遅々としている。

(2)7~~9等分析上の凛□

F嗣騎禽鶏串胃豫
=冒

聟暮賢晟虚
手段、方

(3)その他データ分析に係るコメント

(4)最 終絆価
,最終値が目相に向!サて,改善したか、患化し
たかりを簡潔に霊載

`

(B)

(5)今 後の螺□及び対燎の抽出
・最終碑価を踏まえ、今後強化・改善等すべき
ポイントを簡凛に記●.

○なかなか進まないのを努力不足のせいにすべきでない。なかなか進まないことは解決が難しい問題であるという
ことを意味しているので、これまでとは全く異なるアプローチ、抜本的な対策をすべきと考える。
O喫煙は肺がん以外のがんにも影響するので、その他のがんや全がん死亡を増やすことについての知識の普及も
必要である



がん

(再掲)目欄項目:02食 塩摂取量の減少 [1 当たりの平均摂取量]

日颯燎 認 31E棗剤    | (平由0年辮 ・彙■■D 富壼凛薇菫
(平成躙年口■●■・彙姜口表)

成 人 10g未 満

コメント

輝薔端獅神し切う
り有意に晟少した (片側 PlEく 0001'

(2)データ等分析上の鰈目
・口査・分析をする上での暉E(■査手段、方
法、分析材料等)がある場合、曖載。

3)その他データ分橋に係枷 メント

Э男性より女性で低く、女性では99gまで減少。
0男女ともいずれの年代でも減少している。
○直近値では、男女とも60歳代で最も高い(男性 :124g、 女性:105g)。
0食塩の供給源は調味料が約7害 1を 占め、この10年間で変化はない。

:4)最終評4E
.最織値が目欄に向けて、改善したか、悪化し
ヒか等を簡潔に記載。

(B)

(5)今後の朦週及び対策の抽出
・最終評価を饉まえ、今後強化 '改薔等すべき
ポイントを簡凛に記載 .

Dこれ以上の肛少については、個々人の努力たけでは限界があることから、賞争困谷や童の調整/DIできるよつ宋
養成分表示の義務化や、食品に含まれる食塩含有量を減らすための企業努力を促す環境介入も必要である。

0がん

(再掲)日欄項目:00野 菜の摂取量の増加 [1日 当たりの平均摂取量】

目8■ 織 躍II郡      |   (平成lo年占野ロニ彙姜田D H近実績■
OJし 1年口員腱童・榮書口D

14a 成人 350g以 上 292g 267g 295g

コメント

∫絆鵬請副渋嘲 島してどのよう
υ有恵差はみらればかつた(片側 Pl直 =028,。

(2)データ等分析上の課■
・■査・分析をする上での課題 (口査手段、方
法、分析材料等)がある場合、ヨ載.

(3)そ の価データ分析に係るコメント

D直近値 では 20歳 代で最 も1■く、242gである。

(4)最織評価
・最終値が目標に向けて、改善したか、轟化し
たか等を簡潔に配載。

(C)

瑠網 踊釧‰
"す
べき

ポイントを簡潔に配載.

○毎日野菜料理をたつぶり(1日 小鉢5皿、350g程 度)食べることについて1するつもりはあるが、日1百がない」と回答
した人の害1合は290%、「するつもりがない」は61%(平成21年 国民健康・栄養調査結果)であり、対象者の状況に
合わせた支援が必要である。
O直近の性・年齢階級別にみると、350g以上摂取している者の害1合は男女とも20歳代で最も低く(男性24%、 女性
16%)、 若年層に対して重点的に対策を立てることが重要であると考える。



3.がん

目標項目:041日 の食事I=おいて、果物類を無取している者の増加 [概取している人の割合]

日欄値 燎■■のベースラインロ
(平成0年月民彙姜■D (平成13年副 圏牌 棠

=口
勘

H鷺奏債位
(平威3年口民健康・棠■口D

成人 60%以上

長物類を摂取していない者の割合
1989る 398% 390%

果物類を100g以 上摂取している者の割合
47996 425% 41 0%

果物類を200g以上摂取している者の割合
23996 206% 196%

果物類の平均摂取量
1253g 1090g 1056g

コメント

増遭需寵渋場琴″脇島してどのよ

鼎馨汚難 eliaず昴動 銭群電ミ舗辱醜権 乙ぜ鰐躍赫鯖鳳

勒 鰈 聰 憮i槍予

邸I麟1翼fI跡1首:111轟請手段.方

(3)その他データ分析に係るコメント

(4)最 織評lr

』講概鵬絹盟犠認[て 改ヽ0した
か、層化し

υ患くなつている。

D

・最襲瞬価を目まえ、今後3籠出装●椰すべ書
黎意曇を電詈理

方磐ξ月層自躙 蟷 編袈揖ありよ徹 9峨諦 讐ヒ甜 難拷 ;

がん

目欄項目:951日肪エネルギー比率の減少 [1日 当たりの平均摂取比剌 (胸肪エネルギー比率 :総摂取エネルギーに占める11肪からのエネルギーの割合)

日●饉 壁露躍昌三駕路饂  |(平 :1碑副燿百
==高

亡近の実曖饉
(平コ躙年コ民●康・彙甍口D

12a20～ 40歳 代 25%以下 271%       1      267%
2フ 1%

コメント

∫船踊牌甑淵島してどのよ電
Э有意差はみられなかつた(片 tRIP`直 =050ア :

(2)データ等分析上の課燿

慶雰著認諄繁嵩驚t墨1躍「 1轟:手
段、方

(3)モ Ot7~~夕分析に係るコメント

0男 旺 より女 性 で高 い 。
○男女とも20歳代、30歳代では変わらない。

8尾席a終酬蠅 こ説努躍翻錦ポ儡t聯譜 f肩梅間朝日まない

望癬 駄犠暑け
てヽ改善したか、E4Lし (C)

[‖〕竜磐‖鼻島壼静雪超蹴歩装書椰すべき
O脂肪エネルギー比率が30%以上の者の割合は、男女とも20歳代で最も高く、この世代へのアプローチが必要であ
る。
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)がん

1再掲)日欄項目:06飲 酒対策の充実

"量

に飲層する人の

"少
E多二に飲酒する人の割合](多量に飲洒する人=1日 平均腱アルコール約60日を超えて摂取する人)

日欄値
燎定時のベースライン位

(事咸o年度腱菫うでりに||十ス董籠■
`,

(平成lo年口民檀壼 ,棠
=口
わ

EI通実績儘
(平口9年嘔民腱童・彙贅口■l

男性 32%以 下 541t

女1■ 02%以 下 07%

未威年者の飲洒をなくす [飲酒している人の割合]

日

“

億

“
成o年度未犠撃3餞醐 嘉る全Em (留常詳男齢百r「詈当日留日まび

口壼実緻ロ
〈

…

び

2a 男 1■ (中 学 3年 )0% 260% 167%

2b男 性 (高校 3年 )0% 531% 210%

2c女性 (中 学 3年 )0% 169% 147%

2d女 1■ (高校 3年 ) 0% 361% 320% 185%

節晨のある適魔な飲酒」の知出の普及 〔知っている人の割合](節魔ある邁慶な飲洒:1日 平均純アルコールで約2"糧度の飲酒)

日欄籠
軍
=時
のベースラインは

(平威13年口民彙■●■)
中憫膊樹

(平威15年目■●凛,彙贅口0
菫近奏組颯

(平成20年■民腱慮・東姜■■)

男性 10011 503% 547%

女1■ 100% 473% 497%

コメント

(1)直近実績値に係るデータ分析
・直近実績値がベースライン値に対してどのよう
な動きになっているか分析.

0禾成年者の日標lELで改吾がみられるものの、3項 日のどれも目標値に達していない。多量に飲酒する人、節度の
ある適度な飲酒の知識がある人の割合は横ばいまたはわずかに増加している。

瑠ご巧多凛♂「Fゴ響雰蹟題G掛段、方
表、分析材料等)がある場合、記載.

03つの現日は日的が異なるので、一緒に議論するべきではなく、それぞれの項目として議論したほうが良い。

3)その他データ分析に係るコメント

14)最終評価
最餞値が目標に向けて、改善したか、悪化し
しか等を簡潔に記載。

(C)

5)今後の課題及び対策の抽出
1最終評価を騰まえ、今後強化・改●等すべき
ポイントを簡潔に記載。

じアルコール慢収を健康との関連においてどのように位置づけ、正しい知識の普及、行動の普及を目芋旨すのか、の
わかりやすいスキームを考える必要がある。



.がん

目欄l■目:07カ
`ん
検けの受け者の増加 【検惨受静書数]

日彗饉 筆定時のベースライン住
(平成9年健康・編雄田■サtス 需晏■2■41

中間諄価
(平成

“

年目民生活薔礎口■l
菫遣実饉置

(平威10年国民生活
=礎
口奎)

)フ● 目がん 2100万 人以上 1401万人 1.フ 7フ万人 2,159万 人

)7b子宮がん 1860万人以上 1241万人 1056万 人 1086万 人

,7c乳がん 1,600万 人以上 1.064万 人 842万 人 868万 人

)フd肺 がん 1.540万 人以上 1023万人 1.100万 人 1832万 人

)フ● 大腸がん 1850万人以上 1231万人 1432万 人 1844万人

コメント

11)直 近実績饉に係るデータ分析
菫近実績値がベースライン値に対してどのよ1
1動きになつているか分析.

Эベースライン値と直近実績値では、調査方法が異なるため、これらを比較することは困難である。
Э中間評価と直近実績値を比較すると、胃がんは増加傾向にある。
Э中間評価と直近実績値を比較すると、子宮がんは増加傾向にある。
Э中間評価と直近実績値を比較すると、乳がんは増加傾向にある。
Э中間評価と直近実績値を比較すると、肺がんは増加傾向にある。
Э中間評価と直近実績値を比較すると、大腸がんは増加傾向にある。

(2)7~‐ ●分析上の課題
・調査・分析をする上での課題 (調査手段.方
法、分析材料等)がある場合、配載。

ЭI健康日本21」では、がん検診の対象者について特段規定はない。

(3)その他データ分析に係るコメント

0半灰16年、十灰19年、十灰22年国民生活基礎調査によれは、各検診の受診率は以下の通りである。
・胃がん ;男性 :276%、 325%、 343%、 女性 :224%、 253%、 263%
・子宮がん ;女性 :208%、 213%、 243%
・乳がん ;女性 :198%、 203%、 243%
・肺がん :男性 :167%、 257%、 249%、 女性 :135%、 211%、 212%
・大腸がん ;男性 :222%、 275%、 274%、 女性 :185%、 227%、 226%
※過去2年の(平成21年および平成22年 )の受診率は以下の通りである。
・子宮がん検診:320%
・乳がん検診:314%
※本欄におけるが検診受診率については、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針につしヽて」
(平成20年 3月 31日 付け健発第0331058号厚生労働省健康局長通知)で定められている年齢及び受診間隔を考慮
して計算したもの。

(4)最薔辟価
・最終値が日欄に向けて、改善したか、患化し
たか0を簡潔に肥載。

D胃かん、師かんについては共に日楳値を達成した。子冨がん、手しがん、大
湯がんについては、共に目標値に達していないが改善傾向にある。

B

瑠網 驚釧‰‖すべ書
ポイントを目燿に日載.

0アウトカム指標としてはがん登録データを活用する必要がある。がん検診受診者の増加→早期がん発見者数の
増加に結びついているのか、死亡者数の減少につながつているのか、検討すべきでないか。がん検診で要精検者
が何%受診しているのか、正診率など、きちんとした分析結果に基づいて考察すべき。
O同様の調査でフォローアップ可能であるが、がん対策計画の目標 (受診率)との整合を検討すべき。受診率の
データもあるので、それも考慮して評価すべきである。
O現在、国民生活基礎調査による受診率データを用いているが、この調査に限らず、市町村の提供する検診、事業
所の提供する検診、人間ドックの検診も含め、目標としている検診を明確に定義し、その数値を把握できる仕組みを
作ることが第一歩であると考える。また、受診率向上だけでなく、有効性がある検診の定義、精度管理、受診率向上
とセットで考えるべきであり、それぞれエビデンスに基づいた方法でアプローチすべきである。
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３６
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２８

２６

２４

２２

図 -1 20～ 60歳代男性の肥満者の割合の年次推移

8年  9年  10年  11年  12年  13年  14年  15年  16年  17年  18年  19年  20年

図 1-2 男性の肥満者の割合

´
′
′
´
´
′
´

(%)

40

30

20

10

0
20～ 291證  :30～ 39滝置 40～ 49歳  50～ 59歳 :60～ 69歳

■ベースライン値  ■中間評価  □直近実績値
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図 1-3 肥満者の割合 (縦断的変化)

く男性>

く女性>

平成21年国民健康・栄養調査
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代

18.5' 34.8q 36.2% 33.3% 30.2%

↑(15.6) ↑(62)    ↑(1.9)    ↑(0.6)

平成11年国民栄養調査

υ
π
う
こ
ｎ
υ 30.0% 31.4% 29.6%

10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

平成21年国民健康・栄養調査
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代

7.2% 14.7% 20.0% 19.3% 24.9%

平成11年国民栄養調査
7.3% 13.3% 18.8% 27.5γ

10歳代 1 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

図 1-4 肥満者の割合 (都道府県別)

20～ 60歳代男性 40～ 60歳代女性

資料:平成19年度厚生労働科学研究
「都道府県等の生活習慣病リスク因子の格差及び経年モニタリング手法に関する検討(主任研究者 吉池信男)」
～国民健康・栄養調査を活用した健康及び栄養水準に係る都道府県別ベンチマーク指標の検討～
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図1-5 脂肪エネルギー比率の状況

＜べ一回
スライン値> <直近実績値>
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図 1-6 朝食欠食率の状況

男性 (20歳代 ) 男性 (30歳代)
Ｇ

３５
　
　
Ю
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。
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絆
｀

口菓手、果物、乳製品、し好飲粧 どの食品のみ食べた場合

口錠剤・カプセル・願磁状のビタミン・ミネラル、栄姜ドリンク剤のみの場合

■食事をしなかつた場合資料 :国民栄養調査 (平成9～ 14年 )、
国民健康・栄養調査 (平成15～ 21年 )
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図 1-7 朝食欠食が始まった時期 (20歳以上)

男性        女性

資料:平成21年国民健康・栄養調査

図¬-8-1  習慣的に朝食を欠食している者における、
朝食を食べるために必要な支援内容 (20歳以上)        _

0                20                40                60                80
(%)

(複数回答)
資料:平成21年国民健康・栄養調査
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図1-8-2  朝食をほとんど毎日食べている者における、
朝食を今までどおり食べるために必要な支援内容 (20歳以上)

早く寝る、よく眠る

自分で朝食を用意する努力

家族や周りの人の支援

残業時間の短縮など労働環境の改善

夕食や夜食を取りすぎない

外食やコンピニ等で手軽に朝食をとれる環境

特にない

資料:平成21年国民健康・栄養調査

平成21年 12月 調査

平成21fF3 0調 帝

平it,0年 3‖調薔

1'成 10年 3"瀾■

図 1-9 メタボリックシンドロームの認知度

|,策 1'知う■いた (1ヽ1い

点lk t(■い ていた (小書|)  r■ ににでit知 らない (小計)

:撃く)意味ti   l興 {,11っ て  言彙は知つて 「T葉は知っ :キ繋tr
良く知|・,Cいた  いたし,コ彙  いたが, 静姜  て,ヽたが, 味(,知 ら

も大体知つて  ltあ まり知ら 涸‖え知lら なか ,́た
なかった   なかつた

3

8

(11当 ■141

(2986人 )

(l.312人 )

(1713人 ,

(I S31人 ,

言蜘1
■lr,て

いた

(小 :|)

" 3

91

“

 ,

01 9

では加

らない

(小ユlう

■
'

■0

えら

115

資料:食育の現状と意識に関する調査 (内閣府)
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図2-1 意識的に運動を心がけている人の割合

図2-2 運動習慣者の割合

20～ 29歳 30～ 39歳 40～ 49歳 50～

■ベースラミ＼ 1中間評価 口直近実績値 ■ベースヽヽ値 1申間評儡 口直近実績値

20～ 29歳 30～39歳 :40～ 49歳 511～ 59歳
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表5-1.わ が国成人一般人口の飲酒者の害1合、60グ ラム以上飲酒する者の割合、アルコール
依存症の有病率の変化

平成 15年調査∂ 平成 20年調査 じ

男性 女性 男性 女性

飲酒者割合
D

60g以上飲酒者割合 '
アルコール依存症有病率め

85.3%

12,7%

1.9%

60.9%

3.7%

0.1%

83.1%

12.0%

1.0%

61.8%

3.1%

0.3%

資料 .

a)平成 15年度厚生労働科学研究 「成人の飲酒実態と関連問題の予防に関する研究 (主任研究

者 樋口進)」

b)平成 20年度厚生労働科学研究「わが国における飲酒の実態ならびに飲酒に関連する生活習

慣病、公衆衛生上の諸問題とその対策に関する総合的研究 (主任研究者 石井裕正)」
注.

1)飲酒者とは、調査前 12ヵ 月に 1回以上飲酒した者
2)ふだんの飲酒日の平均飲酒量が 60グラム以上の者
3)アルコール依存症とは ICD-10の 診断ガイ ドラインを満たす者

表5-2. アルコール依存症患者数の推移
平成 11年 平成 14年 平成 17年 平成 20年

推計患者数 (千人)D
入院

外来

総数

13.5

3.6

17.1

12. 2

4.8

17.1

12.1

4.6

16.7

9.1

4.0

13.1

総患者数 (千人)の

資料 .

患者調査

注.

1)推計患者数 :調査日当日に、病院、一般診療所で受療した患者の推計数
2)総患者数 :調査日現在において、継続的に医療を受けている患者の推計数

表5-3.ア ルコール依存症専門病院新規受診者における女性 。高齢者の割合の推移 D

平成 9年 平成 14年 平成 15年

44И
仕

０
４
′
サ

新規受診者総数 (人 )

女性症例の割合

高齢者症例の割合の

2,119

15.0%

23.3%

2,424

15.6%

24.1%

2,614

18.6%

26.7%

資料 .

平成 20年度厚生労働科学研究「精神障害者の地域ケアの促進に関する研究 (主任研究者,宮岡
等)」

注.

1)久里浜アルコール症センターを含む全国 Hの専門病院新規受診アルコール依存症患者総数
2)高齢者症例とは、新規受診時に 60歳以上の症例
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表5-4.自 助グループ会員数等の推移
平成 7年   平成 12年   平成 17年   平成 22年

断酒会員数 (人 )→

男性

女性

総数

11,138        10,533         9,657         8,258

551           626           765           810

11,689        11,159        10,422         9,068

AAグループ数 1)じ 279           379           444           528

資料・

a)全 日本断酒連盟内部資料
b)AA内部資料
注 .

1)AAの会員数に関する統計は存在 しない。AAはメンバー数を平成 22年で約 5,000名 と推計し     
｀

ている

表5-5. 未成年者の飲酒経験率
平成 8年度 →   平成 16年度 D   平成 22年度 ?

男性 (中学 3年生)

男性 (高校 3年生)

女性 (中学 3年生)

女性 (高校 3年生)

76.4%

89.3%

75.1%

89.5%

57.3%

79.8%

61.2%

82.1%

37.2%

55.7%

42.5%

58.6%

資料 .

a)平成 8年度未成年者の飲酒に関する全国調査
b)平成 16年度未成年者の喫煙及び飲酒行動に関する全国調査
c)平成 22年度厚生労働科学研究「未成年者の喫煙・飲酒状況に関する実態調査研究 (主任研
究者 大井田隆)」
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図5 成人の飲酒者割合

資料:平成15年度厚生労働科学研究「成人の飲酒実態と関連問題の予防に関する研究(主任研究者 樋口進)」

平成20年度厚生労働科学研究「わが国における飲酒の実態ならびに飲酒に関連する生活習慣病、
公衆衛生上の諸問題とその対策に関する総合的研究 (主任研究者 石井裕正)」
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図 6-1 う歯のない幼児 (3歳児)の割合 (都道府県別)
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資料:平成21年度 母子保健法・健康診査(3歳、歯科)に係る実施状況調べ
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図6-2 12歳児一人平均う歯数 (都道府県別)
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資料 : 平成22年度 学校保健統計調査
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図7-1 健診受診率
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図7-2 糖尿病健診受診後の事後指導受診率
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図7-3 糖尿病有病率
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図8-1 カリウム摂取量
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図8-2 食品群別カリウム供給寄与率
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資料 :平成13年国民栄養調査、平成21年国民健康・栄養調査

寄与率が5%未満の食品群については「その他」とした。数値は四捨五入のため、合計が100%にならない。
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表8-1-i野菜類摂取量(性・年齢階級別) 表8-1-2魚介類摂取量(性 1年齢階級別) 表8-1-3果実類摂取量(性 '年齢階級別)

1人 1日 1人1日 1人 1日

平由年 平成10年 平成21年

総

数

20～ 29歳

30～39菫 2704 2043 2618

40～ 49白 2886 240.3 2085

50～59歯 2323 3035

60～ 00蔵 3225 3035 3396

70歳以上 280』 3004

男

性

20～29慮 2648 2510

30～ 39由 2844 2907

40～49● 2000 2,“

50～ 59■ 2882 307■

60～ 69歳 3000 3124

70'以上 2934

女

性

20～ 29● 223Ю 234■

30・・39菫 2580 2:94 2462

40～ 490 2633

50～59崚 3253 277Ю

60～69■ 3156 295』 3060

70童以上 2728

平成9年 平成16年 平成21年

総

致

20■9菫 809

30～ 39歳 951 71■

40～ 49, 1096 0,0

50～ 50菫 1268 1049

60～ 69歯 994

70戯以上

男

性

20‐29● 878

30～ 39歳

40～ 49童 1246

50～ 59■ 1431

60～ 69歳

70蔵以上 1007 971

女

性

20～ 29蔵 635

30～ 39■ 646

40～ 49, 960

50～ 59蔵

60～ 69歳 1003

'0●

以上

平成9年 平成16年 平成21年

総

数

20～ 29● 722

30～ 39歳

40～ 49蔵

50～ 59彙 1605 1200

60～ 69歳 109■

70歳以上 1531 14m

男

性

20～ 29歳 850

30～ 30歳

40～ 49歳 1007 795

“

5

50～ 59歳

60～69歳

70白以上 1541

女

性

20‐290
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40～ 49像 1501 888

50～50歳 1842 :526

60～ 69餞 1734

70●以上 16Q6
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図8-3 平均最大血圧
(血圧降下剤服用者含む。女性では妊産婦除外。)
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図8-4 高血圧有病率
(血圧値140/90剛 Hg以上または血圧降下剤月風用を高血圧と定義。女性では妊産婦除外。)
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図8-5 血清総コレステロール平均値
(コ レステロール降下剤服用者含む。女性では妊産婦除外。)

Ю

２。

■。

∞

９。

８。

ヵ

∞

２

２

２

２

■

■

■

■

含
ご
●
ε
）赳
ご
眸
ミ
ー
ロ
ト
κ
ヽ
口
総
終
日
20-29t 30-3911 40-4911 50-5911 60-691詭  70JL"■」L 年齢調整“

０

０

０

０

０

０

０

０

３

２

１

０

９

８

７

６

０
や
●
Ｅ
）埋
ｒ
肝
ミ
ー
ロ
い
く
ヽ
日
鍵
妻
日

20-291●  30-39t

■策定時の年齢構成に調整

40-49歳  50-59歳  60-69歳

ロベースライン値  ■中間評価

70歳以上

口直近実績値

4L蟄

:Lド1・ lL卜
6]ョ

“2512■
7

19■ ■ ■5 1iG8.9

2讐
盤,.   2● 5翌fOs520S'il

119

年齢調整攣



図8-6 高脂血症有病率
(総コレステロール値240mg/di以上を高脂血症と定義。女性では妊産婦除外。)
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図8-7 高脂血症有病率
(総コレステロール値240mg/d!以上またはコレステロール降下剤服用を高脂血症と定義

(但し平成9年は服薬情報無し).女性では妊産婦除外。)
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図8-8 健診受診率
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参考資料 1

健康日本 21の進捗状況について

年  月 項事

平成

10年 11月

２

　

　

３

０
４

4

7

8

10

11

12

健康日本 21企画検討会の設置承認 (公衆衛生審議会総合部会 口健康

増進栄養部会・成人病難病対策部会 3音F会合同部会 )

第六次改定日本人の栄養所要量策定

たばこと健康に関するWHO神 戸国際会議 (11月 14日 ～ 18日 )

21世紀における国民健康づくり運動 (健康日本21)に ついて報告書
「健康日本 21の推進について」 (厚生事務次官通知、保健医療局長

通知、保健医療局長及び老人保健福祉局長及び保健局長通知)を発出

食生活指針策定

厚生省内に健康日本 21推進本部を設置
「健康日本 21」 全国都道府県主管課長等会議

未成年者の飲酒防止等対策及び酒類販売の公正な取引環境の整備に

関する施策大綱

酒類に係る社会的規制等関係省庁連絡協議会

健やか親子 21検討会報告書取 りまとめ

第 1回健康日本 21推進国民会議 (12月 26日 )

省庁再編

健康日本 21推進全国連絡協議会発起人会

第 1回健康日本 21推進全国連絡協議会総会

第 2回健康日本 21推進国民会議 (3月 2¬ 日)

第 1回健康日本 21全国大会 (3月 21日 、東京都 )

第 1回健やか親子 21全国大会 (6月 2フ 日、東京都 )
「健康日本 21」 全国都道府県主管課長等会議 (8月 フ日)
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13.則・健康日本21地方計画策定の支援に資するセミナー (8月 9日 )
・第 2回健康日本 21推進全国連絡協議会総会 (9月 7日 )
lq・ 第3回健康日本21推進国民会議 (10月 26日 )
111口 政府・与党社会 保障改革協議会「医療制度改革大綱」を公表
la日 未成年者喫煙禁止法改正

・喫煙と健康問題に関する検討会報告書取りまとめ

14.則・アルコール保健指導マニュアル検討会報告書取りまとめ
・第 2回健康日本 21全国大会 (3月 15日 、島根県)
・第 3回健康日本 21推進全国連絡協議会総会 (6月 19日 )
・分煙効果判定基準策定検討会報告書取りまとめ

・健康増進法成立

口「健康日本 21」 全国都道府県主管課長等会議 (8月 7日 )

・健康づくり国際会議 (9月 21日 )
1 ll・ 第 2回健やか親子 21全国大会 (11月 15日 、佐賀県 )
・健康日本 21地方計画策定の支援に資するセミナー (11月 21日 )
14・ 第4回健康日本21推進国民会議 (12月 4日 )
・今後のたばこ対策の基本的な考え方について (意見具申)取 りまとめ

15 a・ 第3回健康日本21全国大会 (2月 7日 、滋賀県)
・健康日本 21評価手法検討会中間報告取りまとめ
口健康日本 21評価手法検討会調査分科会報告書取りまとめ
・健康づくりのための睡眠指針検討会報告書取 りまとめ

・健康増進法に基づく基本方針告示、施行関係通知発出

“健康増進法施行

日新たな職場における喫煙対策のためのガイ ドライン策定

・第 4回健康日本 21推進全国連絡協議会総会 (6月 25日 )
・第 3次対がん 10か年総合戦略を策定 (7月 25日 )
・第 5回健康日本 21推進国民会議 (8月 4日 )
。「健康日本 21」 全国都道府県主管部局長等会議 (9月 2日 )

1 ll・ 第 4回健康日本 21全 国大会 (11月 7日 ,8日 、岩手県)
・第 3回健やか親子 21全国大会 (11月 6・ 7日 、富山県 )
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16 31・ 健康日本 21評価手法検討会報告書取 りまとめ
口健康づくりのための食環境整備に関する検討会報告書取りまとめ
｀
|・ 健康フロンティア戦略を策定

・WHOた ばこ規制枠組条約批准
・健康増進事業者に対する健康診査の実施等に関する指針告示

口第 1回たばこ対策関係省庁連絡会議幹事会 (6月 15日 )
・第 1回WHOた ばこ規制枠組政府間作業部会 (6月 21日 ～ 25日 )
・介護保険法の一部改正施行

日第 6回健康日本 21推進国民会議 (7月 30日 )
・第 5回健康日本 21全国大会 (9月 17日 、山梨県 )
111・ 第 4回健やか親子 21全国大会 (11月 16日 ～ 18日 、宮城県 )
14・ 日本人の栄養所要量一食事摂取基準一策定検討会報告書取りまとめ

・「酒類販売業等に関する懇親会」の取 りまとめ

17.11・ 第 1回 たばこ対策関係省庁連絡会議 (1月 18日 )

|―刻・第 2回WHOた ばこ規制枠組政府間作業部会 (1月 3¬ 日～ 2月 4日 )
・WHOた 1ざ こ規制枠組条約発効
口地域職域連携推進事業の開始

・がん対策推進本部の設置

口食育基本法成立

7卜 食育基本法施行

・フー ドガイ ド (仮称)検討会報告書取 りまとめ

・第 6回健康日本 21全国大会 (9月 9日 、鹿児島県)
lq・ 第5回健やか親子21全国大会 (10月 26日 、奈良県)
111・ 第フ回健康日本 21推進国民会議 (11月 10日 )

18,a・ WHoたばこ規制枠組条約第1回締約国会議 (2月 6日～17日 )
口食育推進基本計画食育推進会議決定

口平成 17年度「効果的な空間分煙対策推進検討委員会」報告書取りまとめ
口「ニコチン依存症管理料」新設

・がん対策基本法成立

口医療制度改革関連法成立

・第 1回食育推進全国大会 (6月 24日 、大阪府 )
・自殺対策基本法成立
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18.71・ 健康づくりのための運動基準2006～ 身体活動・運動・体力～

報告書取りまとめ

・健康づくりのための運動指針2006～ 生活習慣病予防のために～

<エクササイズガイ ド2006>取 りまとめ

・第 2回 たばこ対策関係省庁連絡会議 (8月 10日 )
lq・ 自殺対策基本法施行

111口 第 7回健康日本 21全国大会 (11月 2日 、岡山県)
・第 6回健やか親子 21全国大会 (11月 20日 ～ 22日 、高知県)

19.J・ 都道府県健康増進計画改定ガイドライン策定
口標準的な健診・保健指導プログラム策定

・がん対策基本法施行

・がん対策推進協議会の設置

・第 8回健康日本 21推進国民会議 (4月 23日 )
。自殺総合対策大綱閣議決定

・第 2回食育推進全国大会 (6月 9・ 10日 、福井県 )
・がん対策推進基本計画閣議決定

6-1・ wHOた ばこ規制枠組条約第 2回締約国会議 (6月 30日 ～ 7月 6日 )
・第 8回健康日本 21全国大会 (9月 7日 、福井県 )
111・ 第 7回健やか親子 21全国大会 (11月 15・ 16日 、新潟県)
14・ 糖尿病等の生活習慣病対策の推進について (中間取 りまとめ )

20.1・ 健やか生活習慣国民運動プレイベン ト (健やか生活習慣フェスタ)
(3月 15016日 、東京都 )
'医療制度改革関連法施行、特定健診・特定保健指導開始

・第 3回食育推進全国大会 (6月 738日 、群馬県 )
・第 3回 たばこ対策関係省庁連絡会議 (6月 26日 )
・がん対策推進本部において国の主な取 り組みを提示

・自殺対策加速化プラン (自 殺総合対策会議決定 )

lq・ 第9回健康日本21全国大会 (10月 4日、熊本県)
111・ 元気2008:健 康日本 21～健やか生活習慣国民運動～
(11月 7日 ～ 9日 、東京都 )
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20.1 ll・ WHOた ばこ規制枠組条約第 3回締約国会議 (11月 17日 ～ 22日 )
・第 8回健やか親子 21全国大会 (¬ 1月 27・ 28日 、福岡県)

21.31・ 第 9回健康日本 21推進国民会議 (3月 2日 )
・受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会報告書取りまとめ

・「日本人の食事摂取基準」策定検討会報告書取りまとめ

・第 4回食育推進全国大会 (6月 13・ 14日 、島根県)

・がん検診50%推進本部設置

111口 慢性疾患対策の更なる推進に関する検討会検討概要取りまとめ

口第 9回健やか親子 2¬ 全国大会 (11月 10日 ～ ¬2日 、静岡県 )

・第 10回 健康日本 21全国大会 (11月 11日 、富山県)

22 口いのちを守る自殺対策緊急プラン (自殺総合対策会議決定 )

・「受動喫煙防止対策について」 (健康局長通知)を発出
ロコミュニケーションの手引き 生活習慣の改善をうながすために 公表

口「アルコールの有害な使用を軽減するための戦略」 (WHO総会で採択 )
・第 5回食育推進全国大会 (6月 12・ 13日 、佐賀県)

lq.たばこ1本あたり3.5円の税率引き上げ
1 ll・ 第 11回健康日本 21全国大会 (11月 11日 、愛媛県)

・第 10回健やか親子 21全国大会 (11月 11・

・WHOた ばこ規制枠組条約第 4回締約国会議 (11

12日 、埼玉県 )

月 15日 ～ 20日 )

り方について」取 りla口 「慢性閉塞性肺疾患 (COPD)の予防・早期発見のあ

まとめ

・「今後の職場における安全衛生対策について」 (労働政策審議会建議 )

う
０
０
４ 「Smart Life Project」  月嗣夕台

「Smart Life Project Week」 の実施 (3月 7日 ～27日 )

第 6回食育推進全国大会 (6月 18・ 19日 、静岡県)
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(都道府県用)

健康増進施策の取組状況等について

健康増進計画のご担当者のお名前 、所属、連絡先をご記入ください。

参考資料2

都道府県名

所属・職名

担当者名

TEL

E― ma‖

回答欄に必要事項を記入してください。

1健康増遺施策の推遺体偶について
(1)①庁内に剖局横断的な組織体制がありますか。いずれかを選択してください。

1あ る   2な い    略 欄 1該 当する番号を選択してくだ
“②あ蟹止回答した場合、そのトップは誰ですか。知事、△△部長等具体的に記述してください。

(

(2)関係団体、民間企業、住民組織が参加した協議会・連絡会等の体制がありますか。
いずれかを選択してください。

1あ る      2な い

2「健康日本21」地方計画(又は健康増遺計日、以下同じ。)の評価について
(1)地方計画の評価を行う体制はありますか。いずれかを選択してください。

1あ る   2な い    略 欄 卜亥当する番号を却れ てくだ

“(2)こ れまでに中間評価等の評価を行つたことがありますか。いずれかを選択してください。

1あ る   2な い    略 欄 卜亥当する番号を選択してくい

(3)地 方計画を見直し、二次計画の策定を行いましたか。いずれかを選択してください。

1策定した  2策 紳  3な い   略 欄  移当す薇 号を取 してくだい

回答欄    1該 当する番号を選択してください

3健康増遣施策の取組状況について
「健康日本21」が策定されて以降、9分野及びその代表目裸項目について、取組を充実させましたか。以下の点に注意してご回答ください。

・示された代表目標項目について、日裸値をたてている項目に対し、対象者区分(性別、年齢、等)をご記入の上、日標値、ベースライン1■、直近値(直近値に
関しては調査年もご記入)をご記入ください。ベースライン値及び直近値に関しては、それぞれの出典調査も併せてご記入ください。

・対象者区分が複数ある場合は、適宜、行を追加し、それぞれに対象者区分をご記入の上、日裸値、ベースライン値、直近値(調査年も含む)、 出典調査をご
記入ください。

・「充実した」、「縮小した」、「変わらない」、「未実施」に関しては、健康日本21が策定された平成12年から現在までを対象として、以下の基準により、該当す
る番号を回答相に記載してください(プルダウンリストで選択できます)。                                ,

1 充実した :予算の増額、条例等関係法令の整備、取組内容の見直しや関係機関との連携強化などにより、取組の質を向上させた場合、等

2縮小した :予算額の大幅な肖1減、投入する労力の減少のあった場合、等。

3変わらない:「充実した」、「縮小した」にあてはまらない場合。

4未実施  :そ の分野の目標項目を設定していない場合。

示された代表目標項 目を設定していない場合は、「対象者区分」の項 目に、「未設定」とご記入ください。

① 栄養・食生活

1 充実した   2縮 小した   3変 わらない   4未 実施 口 答 欄 |:亥 当する番号を選択してください

対彙者区分

目棟 1菫 ベースライン値 直近値 (HOO年 )

( 出典調査  ) ( 出奥調査  )

・適正体重を維持している人の増加

( ) ( ) (        )(H   年 )

( ) ( )

・1旨肪エネルギー比率の減少

( ) ( ) ( )(H 年 )

( ) ( )

・野菜の摂取量の増加

( ) ( ) ( )(H 年 )

( ) ( )

・朝食を欠食する人の減少

( ) ( ) ( )(H 年 )

( ) ( )

・メタポリックシンドローム(内臓脂肪症候群)を認
知している国民の書J合の増加

( ) ( ) (        )(H   年 )

( ) ( )



② 身体活動・運動

1 充実した   2縮 小した   3変 わらない   4未 実施 回答欄 核当する番号を選択してくださt

対筆者区分

目標 (直 ベースラインIE 直近値 (HOO年 )

( 出奥調査  ) ( 出典調査  )

'日 常生活における歩数の増加 (成人、高齢者 )
( ) ( ) ( 年 )

( ) ( )

・運動習慣者の増加
( ) ( ) ( 年 )

( ) ( )

③ 休養・こころの健康づくり

1 充実した   2縮 小した   3変 わらない   4未 実施 回答欄 1亥 当する番号を選択してくださ0

対象者区分

目標 1直 ベースライン値 直近値 (HOO年 )

( 出典調査 ) ( 出奥調査  )

・睡眠による体養を十分にとれていない人の減少
( ) ( ) ( 年 )

( ) ( )

・自殺者の減少
( ) ( ) ( 年 )

( ) ( )

④ たばこ

1 充実した   2縮 小した   3変 わらない   4未 実施 回答欄 亥当する番号を選択してください

対彙
=区
分

日標値 ベースライン値 直近値 (HOO年 )

( 出典調査  ) ( 出典調査  )

・未成年者の喫煙をなくす
( ) ( ) ( )(H 年 )

( ) ( )

・公共の場及び職場における分煙の徹底及び効
果の高い分煙に関する知識の普及

( ) ( ) ( )(H 年 )

〈 , ( )

・禁煙支援プログラムの普及
( ) ( ) ( )(H 年 )

( ) ( )

・喫煙をやめたい人がやめる
( ) ( ) ( 年 )

( ) ( )

⑤ アルコール

1 充実した   2縮 小した   3変 わらない   4未 実施 回答欄 :亥 当する番号を選択してくださし

対象者区分

目標値 ベースライン値 直近値 (HOO年 )

( 出典調査 , ( 出典調査  )

・多量に飲酒する人の減少
( ) ( ) ( )(H 年 )

( ) ( )

・未成年者の飲酒をなくす
( ) ( ) ( )(H 年 )

( ) ( )

⑥ 歯の健康

1 充実した   2縮 小した   3変 わらない   4未 実施 回答欄 該当する番号を選択してくださt

対象者区分

目標値 ベースライン値 直近値 (HOO年 )

( 出典調査 , ( 出典調査  )

(学齢期のう蝕予防)一人平均う歯数の減少
( ) ( , ( 年 )

( ( )

・(歯の喪失防止)80歳 で20歯以上、60歳で24
歯以上の自分の歯を有する人の増加

( ) ( , ( )(H 年 )

( ) ( )
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⑦ 精尿病

1 充実した   2縮 小した   3変 わらない   4未 実施 回答欄 亥当する番号を選lRLて くださヽ

対象者区分

目裸 1直 ベースライン値 直近値 (HOO年 )

( 出典調査 ) ( 出典調査  )

'糖尿病検診受診後の事後指導の推進

( ) ( ) ( 年 )

( ) ( )

メタポリックシンドローム(内臓脂肪症候群)の該
( ) ( , ( 年 )

ヤ 少

( ) ( )

・メタポリックシンドローム(内臓1旨肪症候群)の概
念を導入したIlt診・保健指導の受診者数の向上

( ) ( ) ( 年 )

( ) ( )

・糖尿病有病者の増加の抑制 (推計 )

( ) ( ) ( 年 )

( ) ( )

③ 籠環器

1 充実した   2縮 小した   3変 わらない   4未 実施 回答欄 :亥 当する番号を選択してくださt

対象者区分

目楳値 ベースライン値 直近値 (HOO年 )

( 出典調査  ) ( 出典調査  )

・健康診断を受ける人の増カロ
( ) ( ) ( 年 )

( ) ( )

・高脂血症の減少

( ) ( ) ( )(H 年

( ) ( )

・生活習慣の改善等による循環器病の減少 (推
計 )

( ) ( ) ( )(H 年 )

( ) ( )

⑨ がん

1 充実した   2縮 小した   3変 わらない   4未 実施 回答襴 該当する番号を選択してください

対彙者区分

目標値 ベースライン値 直近値(HOO年 )

( 出奥調査 ) ( 出典調査 )

・がん検診の受診者の増加
( ) ( ) ( )(H 年 )

( ) ( )

4その他(自 由記載)

・都道府県における健康増進施策の取組状況について、以下の例を参考に、自由に記載してください。
例 工夫した独 自の目裸項目、日裸値を設定した例
目欄設定値、日標を達成するための取組が困難であった例  等



(市区町村用)

健康増進施策の取組状況等について

健康増進計画のご担当者のお名前、所属、連絡先をご記入ください。

市区町村名

所属・職名

担当者名

TEL

FAX

E― ma‖

回答欄に必要事項を記入してください。

1健康増進施策の推進体制について
(1)①庁内に部局横断的な組織体制がありますか。いずれかを選択してください。

1あ る   2な い

②あると回答した場合、そのトップは誰ですか。市長、△△部長等具体的に記述してください。

回 答 1閲  1該 当する番号を選択してください

(2)関係団体、民間企業、住民組織が参加した協議会・連絡会等の体制がありますか。
いずれかを選択してください。

1あ る    2な い

2「健康日本21」地方針回(又は健康増進計画。以下同じ。)の評価について
(1)地方計画の評価を行う体制はありますか。いずれかを選択してください

1あ る   2な い
(2)これまでに中間評価等の評価を行つたことがありますか。いずれかを選択してください。       ≒

回 答 欄  1該 当する番号を選択してくださtヽ

回 答 オ聞   |:亥 当する番号を選択してください

1あ る     2な い   回 答 1聞  1該 当する番号を選択してくださtヽ

(3)地方計画を見直し、二次計画の策定を行いましたか。いずれかを選択してください。
1策定した    2策 定中    3な い    回答オ闘 1該当する番号を選択してください

3健康増進施策の取fa状況について
健康日本21」が策定されて以降、9分野及びその代表目裸項目について、取組を充実させましたが。以下の面に顧百してご画薔く百きい。

~~

「充実した」、「縮小したJ、「変わらない」、「未実施」に関しては、「健康日本21」が策定された平成12年から現在までを対象として、以下の基準
こより、該当する選択肢に1つ、Oをつけてください(プルダウンリストより選択できます)。

1充実した  1予算の増額、条例等関係法令の整備、取組内容の見直しや関係機関との連携強化などにより、取組の質を向上させた
場合、等。

2縮小した  :予算額の大幅な削減、投入する労力の減少のあった場合、等。

3変わらない :「充実した」、「縮小した」にあてはまらない場合。

4未実施  :日 標項目を設定していない場合。

充実した 縮小した 変わらない 未実施

Э 栄養・食生活
・適正体重を維持している人の増加

・脂肪エネルギー比率の減少

・野菜の摂取量の増加

・朝食を欠食する人の減少

・メタボリックシンドローム (内臓脂肪症候群)を認
知している国民の割合の増加

D身体活動・運動
。日常生活における歩数の増加(成人、高齢者)

・運動習慣者の増加

Э休養・こころの健康づくり
・睡眠による休養を十分にとれていない人の減少

・自殺者の減少



Э たばこ

・未成年者の喫煙をなくす

・公共の場及び職場における分煙の徹底及び効
果の高い分煙に関する知識の普及

・禁煙支援プログラムの普及

・喫煙をやめたい人がやめる

Э アルコール

・多量に飲酒する人の減少

未成年者の飲酒をなくす

⑥ 歯の健康

・(学齢期のう蝕予防)一人平均う歯数の減少

・(歯の喪失防止)80歳で20歯以上、60歳で24
歯以上の自分の歯を有する人の増加

D精尿痢
・糖尿病検診受診後の事後指導の推進

・メタボリックシンドローム(内臓脂肪症候群)の該
当者・予備群の減少

・メタボリックシンドローム (内臓脂肪症候群)の概
念を導入した健診・保健指導の受診者数の向上

・糖尿病有病者の増加の抑制(推計)

③ 循環器痢

・健康診断を受ける人の増加

・高脂血症の減少

・生活習慣の改善等による循環器病の減少 (推副

Э がん

・がん検診の受診者の増加

4その他 (自由記載 )

・市区町村における健康増進施策の取組状況について、以下の例を参考に、自由に記載してください。
例:工夫した独自の目標項目、日標値を設定した例
日標設定値、日標を達成するための取組が困難であった例
地方計画を策定していないが、それに変わる取組を行つた例 等



(団体用)

「 健 康 日本 21」 の 推 進 に 関 す る取 組 状 況 等 につ い て

ご担当者のお名前、連絡先をご記入ください。

団体名

担当者名

=AX

三―ma‖

回答欄に必要事項を記入してください。

1 健康日本21の推進の取組体制について

各項目について、いずれかを選択してください。

(1)担 当者を決めましたか。

(2)年度ごとに計画を立てて、取組を行いましたか。

(3)取組の評価を行いましたか。

(4)他の機関や団体との連携を図りましたか。

(5)自 分の団体のホームページなどで取組みを公表しましたか。

1 はい

1 はい

1 1まい

1 1まい

1 はい

2 いいえ

2 いいえ

2 いいえ

2 いいえ

2 いいえ

2健康増強施策の取組状況について
健康日不 2¬ 」か東足さrLて以降、9分野及ひその4t表 日裸現日について、それぞれの IIX組を実施しましたか。該当する選択版にOをつけてく

=さ
い。(プルダウンリストより選択できます。)

実施した 実施していない

D栄養・食生活
・適正体重を維持している人の増加

・脂肪エネルギー比率の減少

・野菜の摂取率の増加

・朝食を欠食する人の減少

・メタポリックシンドローム(内臓脂肪症候群)を認
知している国民の割合の増加

Э 身体活動・運動

・日常生活における歩数の増加(成人、高齢者)

・運動習慣者の増加

Э 休養。こころの健康づくり

・睡眠による休養を十分にとれていない人の減少

自殺者の減少

Э たばこ

・未成年者の喫煙をなくす

・公共の場及び職場における分煙の徹底及び効
果の高い分煙に関する知識の普及

・禁煙支援プログラムの普及

・喫煙をやめたい人がやめる

Dアルコール
・多量に飲酒する人の減少

・未成年者の飲酒をなくす

Э 歯の健康

・(学齢期のう蝕予防)一人平均う歯数の減少

・(歯の喪失防止)80歳で20歯以上、60歳で24
歯以上の自分の歯を有する人の増加



⑦ 縮尿病

・糖尿病検診受診後の事後指導の推進

・メタポリックシンドローム〈内臓脂肪症候群)の該
当者・予備群の減少

・メタポリックシンドローム (内臓脂肪症候群)の概
念を導入した健診・保健+旨導の受診者数の向上

・精尿病有病者の増加の抑制 (推計)

Э 循環器病

・健康診断を受ける人の土曽加

・高脂血症の減少

・生活習慣の改善等による循環器病の減少(推計

Э がん

・がん検診の受診者の増加

3その他 (自 由配載)
・
硼FttJ護者課」撃5琉色叫鯉謂驚選[踏掘 島ゝ」断悧鯵割ξ蝕嘲載して〈ださい。
「健康日本21」に参力日して、団体として、メリットがあつた例   等



○健康増進事 業実施者に対す る健康診査 の実施等に関す る指針

(平 成十六年六 月十四日)

(厚 生労働省告示第二百 四十二号 )

健康増進法 (平 成十四年法律第百三号)第 九条第一項の規定に基づき、健

康増進事業実施者に対す る健康診査の実施等 に関する指針を次 のように

定めたので、同法第九条第二項の規定 に基づき公表する。

健康増進事 業実施者 に対する健康診査の実施等に関する指 針

第一 基本的 な考 え方
健康診査 は、疾病を早期に発見 し、早期治療につなげること、健康診査

の結果を踏 まえた栄養指導その他の保健指導 (運動指導等生活習慣の改善

のための指導 を含む。以下同 じ。)等 を行 うことによ り、疾病 の発症及び

重症化の予防並びに生涯にわたる健康 の増進に向けた自主的な努力を促

進する観点か ら実施す るものである。

現在、健康診査、その結果 を踏まえた栄養指導 その他の保健 指導等は、

健康増進法第六条に掲 げる各法律 に基 づいた制度 において各健 康増進事

業実施者によ り行われ ているが、次の よ うな現状にある。

1 制度間で健康診査 における検査項 目、検査方法等が異なる場合がある。
2 精度管理が適切に行われていないため、検査結果の比較が 困難である。
3 健康診査 の結果が、受診者に対す る栄養指導 その他の保健 指導、必要
な者に対す る再検査 、精密検査及び治療のための受診並びに健 康の 自己

管理に必ず しもつなが つていない。

4 健康診査 の結果を踏まえた集団に対する健康課題の明確化 及びそれ
に基づ く栄養指導その他の保健指導が十分でない。

5 健康診査 の結果等 (栄 養指導その他の保健指導の内容 を含 む。以下同
じ。)が 各健康増進事 業実施者間で継続 されず、有効に活用 されていな

い 。

6 健康診査 の結果等 に関す る個人情報 の保護について必ず しも十分で
ない。

また、この よ うな状況の中、平成十七年四月に、メタボ リック シン ドロ

ームの我が国 における定義及び診断基準が 日本動脈硬化学会 、日本糖尿病

学会、日本高血圧学会、日本肥満学会 、日本循環器学会、日本腎臓病学会、

日本血栓止血学会及び 日本内科学会か ら構成 され るメタボ リックシン ド

ローム診断基準検討委員会において策定 された。この定義及び診断基準 に

おいては、内臓脂肪の蓄積 に着 日 し、健康診査の結果を踏まえ た効果的な



栄養 指導 その他の保健指導 を行 うことに よ り、過栄養 によ り生 じる複数の

病態 を効 率 良 く予防 し、心血管疾患等の発症予防に繋 げることが大 きな 目

標 とされ た。

このた め 、この指針においては、各健康増進事業実施者によ り適切な健

康増進事 業が実施 され るよ う、健康診査 の実施、健康診査の結 果 の通知、

その結果 を踏 まえた栄養指導 その他の保健指導の実施等、健康手帳等によ

る健康診 査 の結果等に関す る情報の継続 の在 り方及び個人情報の取扱い

について 、各制度に共通す る基本的な事項 を定めることとす る。

各健康増 進事業実施者 は、健康診査の実施等に当た り、個 人情報の保護

等 につい て最大限に配慮す るとともに、以下に定める事項 を基本 的な方向

と して、国 民の健康増進に向けた 自主的な取組 を進め るよう努 め るもの と

す る。

なお、 この指針は、必要 に応 じ、適宜見直す もの とする。

第二  健康 診査 の実施に関す る事項
一  健康 診査 の在 り方
1 健 康増進事業実施者 は、健康診査 の対象者に対 して、その 目的、意
義及 び実施内容について十分な周知 を図 り、加齢 による心身 の特性の

変化 な どライフステー ジや性差に応 じた健康診査の実施等 に よ り対

象者 が 自 らの健康状態 を把握 し、もつて生涯にわたる健康の増進に資

す る よ うに努め、未受診者に対 して受診 を促す よ う特に配慮す ること。

例 えば、壮年期にお いては、内臓 脂肪 の蓄積 を共通の要 因 と して、

糖代謝異 常、脂質代謝異常、高血圧 の状態が重複 した場合 に、心血管

疾患等 の発症可能性が高まることか ら、これ らの発症及び重症化の予

防に資す るものとす ること。また、その際は、身長、体重及 び腹囲の

検査 、血圧の測定、高比重 リポ蛋 白 コ レステ ロール (HDLコ レステ ロー

ル )及 び血清 トリグ リセ ライ ドの量 の検査 並びに血糖検査 を健康診査

に お ける検査項 目に含むもの とす る こと。

2 健 康増進事業実施者 は、生涯 にわた る健康の増進の観点等 か ら、健
康診査の実施について、加齢による心身の特性の変化な どライ フステ

ー ジや性差に応 じた健康課題に対 して配慮 しつつ、他の制度 で健康診

査が実施 された場合 の対応等、各制度間及び制度 内の整合性 を取 るた

めに必要 な相互の連携 を図ること。

3 健康増進事業実施者 は、関係法令 を踏 まえ、健康診査 にお ける検査
項 目及び検査方法に関 し、科学的知見の蓄積等 を踏まえて、必要な見

直 しを行 うこと。



4 健康増進事業実施者は、各制度の 目的 を踏 まえつつ、健康診査 にお
ける検査項 目及び検査方法 を設定又は見直す場合、加齢による心身の

特性の変化などライ フステー ジや性差に応 じた健康課題に対 して配

慮 す るとともに、科学的知見の蓄積等を踏 まえて、疾病の予防及 び発

見 に係 る有効性等 について検討すること。

5 健康増進事業実施者は、健康診査の検査項 目について受診者にあら
か じめ周知す るとともに、法令上の実施義務が課 されている検査項 目

を除 き、受診者が希望 しない検査項 目が ある場合、その意思 を尊重す

る こと。また、法令上の実施義務が課 され ている検査項 目を除 き、特

に個 人情報の保護等について最大限に配慮す ることが望ま しい検査

項 目があるときには、あらか じめ当該検査項 目の実施等につき受診者

の同意 を得ること。

二 健康診査の精度管理
1 健 康増進事業実施者は、健康診査の精度管理 (健 康診査 の精度 を適
正 に保つ ことをい う。以下同 じ。)が 生涯 にわたる個人の健康管理の

基盤 として重要で あることにかんがみ、健康診査における検査結果の

正確性 を確保する とともに、検査 を実施す る者や精度管理 を実施する

者が異なる場合においても、受診者が検査結果 を正確 に比較できるよ

うにすること。また、必要のない再検査及び精密検査 を減 らす等必要

な措置 を講 じることによ り健康診査の質の向上 を図ること。

2 健 康増進事業実施者は、健康診査 を実施す る際には、この指針 に定
める内部精度管理 (健 康診査 を行 う者が 自身で行 う精度管理 をい う。以

下同 じ。)及 び外部精度管理 (健 康診査 を行 う者 以外の者が行 う精度管

理 をい う。以下同 じ。)を 適切 に実施す るよ う努めること。また、当該

精度 管理の実施状況 を当該健康増進事業の対象者に周知す るよう努め

ること。

3 健 康増進事業実施者は、健康診査の実施 に関する内部精度管理 とし
て、標準物質が存在す る健診項 目については当該健診項 目に係 る標準

物質 を用 いるとともに、次に掲 げる事項 を考慮 した規程 を作成す る等

適切 な措置 を講 じるよ う努める こと。

(― )健 康診査の実施の管理者の配置等管理体制に関する事項
(二 )健 康診査の実施の手順 に関す る事項
(三 )健 康診査の安全性の確保に関する事項
(四 )検 査方法、検査結果の基準値 、判定基準等検査結果の取扱 いに
関す る事項



(五 )検 体の採取条件、検体の保存条件 、検体の提 出条件等検査の実
施 に関す る事項

(六 )検 査用機械器具 、試薬、標準物質等の管理 について記録す るこ
と及びその記録 を保存す ることに関する事項

(七 )検 査結果の保存及 び管理 に関す る事項
4 健 康増進事 業実施者 は、検査値の精度等が保証 された もの となるよ
う健康診査に関する外部精度管理 と して、全国規模 で実施 され る外部

精度管理調査 を定期的に受 けること、複 数の異 なる外部精度管理調査

を受 けること等によ り、自ら実施す る健康診査について必要 な外部精

度管理の実施 に努める こと。

5 健康増進事 業実施者 は、健康診査の実施の全部又は一部 を委託す る
場合 は、委託先 に対 して前 二号 に規定す る内部精度管理及び外部精度

管理 を適切に実施す るよ う要請す るとともに、当該 内部精度管理及 び

外部精度管理 を適切 に実施 しているかについての報告 を求め る等健

康診査の実施 につき委託 先に対 して適切 な管理 を行 うこと。

6 健康増進事 業実施者 は、研修の実施等 によ り健康診査 を実施す る者
の知識及び技能の向上 を図 るよ う努める こと。

第二  健 康診査の結果の通知及 び結果 を踏 まえた栄養指導 その他の保健指
導 に関する事項

1 健康増進事業実施者 は、健康診査の実施後できる限 り速やかに受診
者 に健康診査 の結果 を通知す ること。

2 健康増進事業実施者 は、健康診査の結果 を本人に通知す ることに
とどま らず 、その結 果 に基 づき、必要な者 には、再検査、精密検査

及 び治療のための受診 の勧奨 を行 うとともに、疾病の発症及び重症

化の予防又は生活習慣の改善のために栄養指導 その他の保健 指導 を

実施す ること。栄養指導その他の保健指導の内容 には、食生活、運

動 、休養、飲酒、喫煙 、歯 の健康の保持 その他 の生活習慣の改善 を

含 む健康増進 に関す る事項 、疾病 を理解す るための情報の提供 を含

む こと。

3 健康増進事業実施者 は、栄養指導その他の保健指導の実施 に当た
つては、健康診査の結 果 (過 去のもの を含む )、 健康診査の受診者 の

発 育・発達の状況、生活状況、就労状況、生活習慣等 を十分 に把握

し、生活 習慣の改善 に向 けての行動変容の方法 を本人が選択 できる

よ う配慮す るとともに、加齢による心身の特性の変化な どライ フス

テー ジや性差に応 じた内容 とすること。例 えば、壮年期においては、



内臓脂肪の蓄積 を共通の要因 と して、糖代謝異常、脂質代謝異常、

高血圧の状態が重複 した場合に、心血管疾患等の発症可能性が高 ま

ることか ら、 これ らの発症及び重症化の予防の効果を高めるため、

栄養指導その他の保健指導 は、健康診査の結果か ら対象者本人が身

体状況を理解 し、生活習慣の改善の必要性 を認識 し、行動 目標 を自

らが設定 し実行できるよ う、個人の行動変容 を促す もの とす る こと。

また、栄養指導その他の保健指導は、個人又は集団を対象 と して行

う方法があ り、それぞれの特性 を踏まえ、適切に組み合わせて実施

す ること。個人に対 して、栄養指導 その他の保健指導を行 う際 は、

その内容の記録 を本人へ提供す るよ う努めること。また、健康診査

の受診者の勤務形態に配慮 した上で栄養指導その他の保健指導の時

間 を確保す る等栄養指導その他の保健指導 を受けやすい環境 づ くり

に配慮すること。

4 健康増進事業実施者は、健康診査の結果を通知する際に適切 な栄
養指導その他の保健指導ができるよ うに、その実施体制の整備 を図

ること。さ らに受診者の求 めに応 じ、検査項 目に関する情報 、健康

診査の結果、専門的知識に基 づ く助言その他の健康の増進 に向 けて

必要 な情報 について提供又は受診者の相談に応 じることができるよ

うに必要な措置 を講 じること。

5 健康増進事業実施者は、栄養指導 その他の保健指導に従事す る者
に対する研修の実施、栄養指導その他の保健指導 の評価に努め るこ

と等 によ り栄養指導その他の保健指導の質の向上 を図ること。

6 健康増進事業実施者は、栄養指導その他の保健指導の実施の全部
又は二部 を委託する場合は、委託先が栄養指導その他の保健指導 を

適切 に行 つているかについて、報告 を求める等委託先に対 して適切

な管理 を行 うこと。

7 地方公共団体 、健康増進事 業実施者 、医療機関その他の関係者 は、
健康診査の結果の通知等の実施 に関 し、健康づ くり対策、介護 予防

及び産業保健等の各分野における対策並 びに医療保険の保険者 が実

施す る対策 を講 じるために、相互の連携 (以 下 「地域・職域の連携」

とい う。)を 図ること。

地域・職域 の連携の推進 に 当た り、健康診査の結果等に関す る情報

(以 下「健診結果等情報」とい う。)の 継続 、栄養指導その他の保健指

導の実施の委託先に関する情報の共有な ど健康診査 の実施 、栄養指導

その他の保健指導の実施等 に係 る資源の有効活用、自助努 力では充実

した健康増進事業の提供が困難な健康増進事業実施者への支援等の



観 点 か ら有益で あるため、関係機 関等か ら構成 され る協議会等 を設

置す る こと。 この場合、広域的な観点で地域・職域 の連携 を推進す

るた め都道府県単位で関係機関等か ら構 成 され る協議会等 を設置す

る と ともに、よ り地域の特性 を生かす観 点か ら、地域単位 (保 健 所の

所管 区域等)に おいても関係機関等か ら構 成 され る協議会等 を設置

す る よ う努め る こと。なお、関係機関等 か ら構成 され る協議会等が

既 に設置 されて いる場合は、その活用 を行 うこと。

協 議会等の事 業については、参考 と して次に掲 げるものが考 え ら

れ る 。

(― )都 道府県単位
イ 情報の交換及び分析
口 都道府 県における健康課題の明確 化
ハ  各種事 業の共同実施及び連携
二  研修会 の共同実施
ホ  各種施設等の相互活用
へ  その他 保健事業の推進 に必要 な事 項

(二 )地 域単位
イ 情報の交換及び分析
口 地域にお ける健康課題の明確 化
ハ  保健事 業の共同実施及び相互活用
二 健康教 育等への講師派遣
ホ  個別の事例 での連携
へ  その他保健事業の推進 に必要 な事項

第四 健康手 帳等 による健康診査 の結果等 に関す る情報の継続 の在 り方に関

す る事項

1 健 康増進事業実施者においては、健 診結果等情報 を継続 させ てい
くこ とが受診者 の健康の 自己管理 に役立 ち、疾病の発症及び重症化

の予 防の観点か ら重要であ り、生涯にわ たる健康の増進 に重要 な役

割 を果たす ことを認識 し、健康増進事 業 の実施に当た っては、個人

情報 の保護に関す る法律 (平 成十五年法律 第五十七号 )、 行政機関の

保有 す る個人情 報 の保護に関する法律 (平 成十五年法律 第五十八号 )、

独立行政法人等の保有する個人情報の保 護に関する法律 (平 成十五

年法律第五十九号 )、 地方公共団体において個人情報の保護に関す る

法律 第十一条第一項の趣 旨を踏 まえて制 定 され る条例等 (以 下「個 人

情報保護法令」 とい う。)を 遵守 しつつ、健診結果等情報 を継続 させ



るために必要な措置 を講 じることが望ま しい こと。例えば、健康増

進法第六条に掲 げる各法律に基づ いた制度間において、法令 上、健

康診査の結果の写 しの提供が予定 されている場合には、健康診査の

結果 を標準的な電磁的記録の形式 によ り提供するよう努め る こと、

又は、健康診査の実施の全部又は一部 を委託する場合には、委託先

に対 して標準的な電磁 的記録の形 式による健康診査の結果の提出を

要請す るよ う努めること。

2 生涯 にわた り継続 されてい くことが望ま しい健診結果等情報は、
健康診査 の結果、栄養 指導その他 の保健指導の内容、既往歴 (ア レル

ギー歴 を含む )、 主要 な服薬歴、予防接種の種類、接種時期等 の記録、

輸血歴等 であること。

3 健診結 果等情報の継続 は、健康手帳等 を活用す ることに よ り、健
康の 自己管理の観点か ら本人が主体 とな つて行 うことを原則 とす る

こと。 この場合、将来的には統一 された生涯 にわたる健康手 帳の交

付等によ り、健診結果等情報 を継続することが望まれること。一方 、

各制度の下で交付 されている既存 の健康手帳等はその目的 、記載項

目等が異 な り、また、健康手帳等 に本人以外の個人情報が含 まれ る

場合等が あるな ど、既存の健康手帳等 を統一 し生涯にわた る健康手

帳等 とす る場合に留意 しなければな らない事項があることか ら、ま

ずは健康増進事業実施者が各制度 の下において既に交付 し又 は今後

交付す る健康手帳等 を活用することによ り、健診結果等情報 の継続

を図 つて い くこととす ること。

4 生涯 にわた り健診結果等情報 を継続 させ るための健康手帳等は、
ライフステージ及び性差 に応 じた健康課題に対 して配慮 しつ つ、そ

の内容 と して、健康診査の結果の記録に係 る項 目、生活習慣 に関す

る記録 に係 る項 目、健康の増進に向けた 自主的な取組に係 る項 目、

受診 した医療機関等の記録に係 る項 目、健康の増進に向 けて必要 な

情報及び知識に係る項 目等が含まれ ることが望ま しいこと。 また、

その様式等 としては、記載が容易であること、保管性及び携 帯性 に

優れていること等について工夫 された もので あることが望 ま しい こ

と。

5 健康増進事業実施者 は、健診結果等情報の継続のため、次 に掲 げ
る事項 を実施するよ う努めること。

(― )健 診結果等情報 を継続 して健 康管理に役立たせてい くよ うに本
人に働 きか けること。



(二 )職 場、住所等を異動す る際 において、本人が希望す る場合には、
異動 元 の健康増進事業実施者が一定期間保存及び管理 している健康

診査 の結果 を本人に提供す る とともに異動先の健康増進事業実施者

に同 情 報 を提供す るよ うに本 人に対 し勧奨 し、又は、個人情報保護

法令 に よ り必要な場合には本 人の同意 を得た上 で、異動先の健康増

進事 業実施者に健診結果等情報 を直接提供する等健診結果等情報 を

継続 す るために必要な工夫 を図 ること。

第五  健康 診査の結果等に関する個人情報の取扱 いに関す る事項
1 健康 増進事業実施者 は、健康診査の結果等に関す る個人情報につい
て適正 な取扱 いの厳格な実施 を確 保する ことが必要 である ことを認

識 し、個 人情報保護法令を遵守す ること。

2 取 り扱 う個人情報の量等によ り個人情報保護法令の規制 対象 とな
つてい な い健康増進事 業実施者 においても、健康診査の結果等に関す

る個人 情 報については特に厳格 に取扱われ るべ き性質の ものである

ことか ら、個人情報保護法令の 目的に沿 うよう努めること。

3 健康 増進事業実施者 は、その取 り扱 う個人情報の漏 えい、滅失又は
き損の 防止その他の個人情報の安全管理のために必要か つ適切な措

置 と して、守秘義務規程の整備 、個人情報の保護及び管理 を行 う責任

者 の設 置 、従業者への教育研修 の実施、苦情受付窓 日の設置 、不正な

情報入 手 の防止等の措置 を講 じるよ う努めること。

4 健康 増進事業実施者 は、個人情報 の取扱 いの全部又は一部 を委託す
る場合 は、その取扱 いを委託 され た個人情報の安全管理が図 られ るよ

う、委 託 を受 けた者 に対す る必要 かつ適切な監督 として 、委託契約の

内容 に記載す る等に よ り、委託 を受 けた者 に前号 に規定す る措置 を講

じさせ る こと。

5 健康増進事業実施者 は、前号 までに掲 げた内容 を含む個 人情報の取
扱 いに係 る方針を策定、公表及 び実施 し、必要に応 じ見直 し及び改善

を行 つて い くよう努 めること。

6 健康増進事業実施者が、個人情報保護法令に従 いその取 扱 う個人情
報 を公衆衛生の向上 を目的 と して行 う疫学研究のために研究者等に

提供す る場合、あらか じめ当該 研究者等 に対 して、関係 す る指針 を遵

守す る等適切な対応 をす ることを確認す る こと。

第六  施行期 日
この指針 は、健康増進法第九条の施行の 日か ら施行す るもの とす る。



(施 行の 日=平 成一六年八月一 日)

改正文  (平 成一九年一 〇月二九 日厚生労働省告示第二四九号 )抄
平成二十年四月一 日か ら適用す る。




